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序章 

 

第１節：野菜摂取の栄養学的な意義と現状 

野菜はビタミン、ミネラルといった栄養素をはじめ、機能性を有した食物繊維、ポ

リフェノール類等の非栄養性成分を有するものが多く、系統的レビューによりそれら

成分のヒトへの有用性も示唆されている 1,2)。また、栄養疫学研究の蓄積により、人々

の食習慣とがんや循環器疾患等の生活習慣病との関係も明らかとなってきている。ヒ

ルの基準を応用した系統的レビューの評価による前向きコホート研究のまとめでは、

冠動脈疾患の予防因子として野菜摂取量をはじめとした複数の食事要因で関連性が

示されている 3)。さらに、別のメタ分析による研究報告でも、野菜・果物の摂取量は

冠動脈疾患リスクとの負の相関が示されている 4)。日本のコホート研究でも、高い野

菜摂取量は下部胃がんリスクを減らし 5)、適度な果物摂取量は肺がんリスクを減らす

6)ことが明らかとなっている。わが国では、生活習慣病予防の観点から、平成 7–9 年

国民栄養調査報告のデータをもとに成人で野菜摂取量 350 g/日となる食生活が栄養

学的に好ましいとの知見が得られ 7)、国の健康づくり運動における目標値として設定

されている 8)。 

平成 26 年国民健康・栄養調査報告 9)によると、日本人の平均野菜摂取量は成人で

292.3 g/日となっており、目標値にはまだ達していない。また、成人のうち 60 歳代の

平均野菜摂取量は 322.1 g/日と比較的目標に近い値であるが、20–59 歳のいわゆる勤
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労世代とされる集団では、いずれの年代もそれよりも摂取量が低く（238.1–292.4 g/

日）、改善の余地は大きい。職域は、本集団の多くが所属しており、かつ、多くの対

象者に対してアプローチすることが可能であるため、健康的な食行動への変容をねら

った事業を行うにあたり好ましい場であると考えられている 10)。 

 

第２節：職域で野菜摂取量の向上をねらった先行研究 

諸外国では、職域での野菜（および果物）摂取量の向上を目的とした栄養学的介入

が様々な範囲で実施されており、その効果も多数の研究で検討されている 11–37)。そし

て、それら介入研究のほとんどは栄養教育や栄養相談（E-mail、手紙媒体を含む）、

または従業員の諮問委員会（Employee Advisory Board）による取り組みからなって

いる。しかし、そのような取り組みはしばしば多くの経費や人的資源が必要となるた

め、普及することが難しい場合がある。比較的軽度な取り組みとして、一部の先行研

究は情報や食物へのアクセスの改善（例：健康的な食事に関連したポスター、パンフ

レット、リーフレット、卓上メモや食事メニューの入手しやすさの増加）からなる環

境介入のみを実施していたが、それらの介入では個人へのアプローチが難しいため、

認知的変容はみられても行動変容にまでは影響しにくいと考察されている 25,27)。 

 

第３節：行動科学の適用可能性 

効果的に食行動変容をねらうためには、行動科学に関する理論を用いた介入を行う
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ことが重要視されてきている。行動科学は人間の行動の法則性を解明しようとする学

問で、健康教育で活用される代表的な理論・モデルとして、個人的要因・環境要因・

人間行動が相互に影響を及ぼす動的な過程を示す Bandura38)による社会的認知理論、

行動と信念・態度・意思との関連を示す Ajzen39)による計画的行動理論、行動変容は

イベントではなくプロセスであることを前提とする Prochaska ら 40)によるトランス

セオレティカルモデル（Transtheoretical model：以下、TTM）等がある 41)。TTM

は行動変容の過程で、行動を変える気がない前熟考期から既に行動を維持している維

持期のそれぞれの段階：行動変容ステージ(Stages of change）に適した活動内容：変

容プロセス（Processes of change）があるとし、行動変容ステージおよび変容プロセ

スの概念を核に、個人間での利益（pros）と損失（cons）の相対的な重みを示す意思

決定バランス（Decisional balance）や、自己効力感（Self-efficacy）といった各構成

概念を統合的に含んだ行動科学理論モデルとされている 40)。この TTM は禁煙教育で

使われ始め 42)、近年では広範囲の健康行動に応用されており 43)、わが国の特定健康

診査・特定保健指導でもその指標が活用されている 44)。また、栄養教育分野でも TTM

は多用されており 45)、野菜摂取量の向上をねらった介入研究でも度々用いられている

ことが最近の系統的レビューで示されている 46)。5 A Day for better health と呼ばれ

る研究プロジェクト 47)の一つである Seattle 5 a Day48)では、TTM を応用した個人お

よび環境介入を含んだ介入が実施されており、その結果、フォローアップ時に野菜・

果物の摂取量が向上したことが報告されている 20)。このことから、TTM を環境介入
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に応用することの有用性が期待できる。 

また、成人における野菜・果物の摂取行動の心理社会的因子を検討した系統的レビ

ューによれば 49)、自己効力感、社会的支援（Social support）、および知識（Knowledge）

は、主要な心理社会的予測因子であることが示唆されている。効果的な介入プログラ

ムを計画するにあたり、野菜摂取に関わるそれらの概念を理解することも必要である。 

 

第４節：論文の目的 

以上をふまえ、本論文では、わが国の勤労者の野菜（および果物）摂取を行動科学

的に評価する尺度の精度を検証し、その結果を職域での実践応用につなげることを目

的とした。第１章から第４章では、行動科学的な評価尺度の検証として、それぞれ、

野菜摂取に関する行動変容ステージアルゴリズムの適用可能性、変容プロセス尺度の

信頼性と妥当性、意思決定バランス尺度の信頼性と妥当性、および野菜・果物摂取行

動に関する自己効力感尺度の信頼性と妥当性を検討する。第５章では、実践応用に向

け、自己効力感をはじめとした心理社会的要因と野菜・果物摂取量との関連を検討す

る。そして、第６章では、社員食堂において行動科学を用いた環境介入が野菜摂取に

及ぼす影響を検討する。 
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第１章：野菜摂取に関する行動変容ステージアルゴリズムの適用可能性 

 

第１節：背景 

序章でも述べたように、健康的に好ましい食行動への変容をねらうためには、行動

科学理論の TTM1)等をふまえた介入が重要視されてきている 2)。TTM の構成概念の

核 で あ る 行 動 変 容 ス テ ー ジ は 、 そ の 準 備 性 に よ っ て 、「 前 熟 考 期

（Precontemplation）」：行動変容をすることの意思がない（6 ヶ月以内に実行する気

がない）、「熟考期」：行動変容を 6 ヶ月以内に実行しようと思う、「準備期」：行動変

容をすぐに実行しようと思う（1 ヶ月以内）、「実行期」：行動変容をして 6 ヶ月未満

である、「維持期」：行動変容をして 6 ヶ月以上継続している、というステージが定義

されており、それぞれのステージに適したアプローチがあるとされている。 

野菜摂取行動に焦点をあてた観察研究や介入研究においても、TTM の理論を用い

て野菜摂取行動の変化の状態を評価している報告が多いことが系統的レビューによ

って示されている 3)。アルコール摂取や運動習慣の行動に関する調査では、行動変容

ステージを評価する際に 5 つのステージから 1 項目（1 ステージ）を選択するたずね

方もされているが 4,5)、食行動は摂取量や摂取頻度の評価を含むことが多い。そのた

め、食行動に関する行動変容ステージの評価方法の開発および妥当性研究では大半が

2 段階のアルゴリズムによるたずね方を用いている 3)。野菜摂取行動に関して、これ

までに開発されている行動変容ステージの評価法は、米国の 5 A Day for better 
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health に用いられた評価法 6)のような量的な目標行動を設定したものが多い。わが国

では、野菜摂取の頻度に関する行動変容ステージと尿中カリウム量との関連を示した

報告がある 7)。また、5 A Day for better health に用いられた評価法 6)を参考に、「1

日に野菜料理を 5 皿以上食べること」を目標とした行動変容ステージの日本版アルゴ

リズムが作成され、集団の経年変化をモニタリングする事業の中で使用されている 8)。

しかし、この日本版アルゴリズムに関する適用可能性の検討は十分ではない。 

海外の先行研究 9)では、野菜・果物の摂取に関する行動変容ステージと同時にそれ

らの定量的な摂取量や態度、自己効力感といった認知的要因を把握し、両者の関連を

示すことによって行動変容ステージ評価法の適用可能性を検討している。本研究にお

いても、「1 日に野菜を 5 皿以上食べること」を目標とした行動変容ステージの評価

のための日本版アルゴリズムと野菜摂取量および認知的要因との関連により、その適

用可能性を検討することとした。 

 

第２節：方法 

１．対象者とデータ収集方法 

本研究は、新潟市内の社員食堂における介入研究のベースライン調査データを解析

した横断研究である。本研究を実施した新潟市では、成人男性の野菜摂取量が少ない

ことが示されていたため 10)、新潟市内に社員食堂を有する企業施設に所属する 20–59

歳の成人男性勤労者を対象者とした。調査依頼は、新潟市内に社員食堂を有する企業
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施設のうち、特定給食施設等をはじめとした比較的社員食堂の規模が大きい企業施設

を中心に行い、最終的に計 20 施設で本調査を実施することとした。各施設の産業内

容を日本標準産業分類 11)を参考に項目分類すると、「建設業：1 施設、製造業：6 施設、

情報通信業：2 施設、運輸業／郵便業：1 施設、卸売業／小売業：3 施設、金融業／

保険業：1 施設、宿泊業／飲食サービス業：2 施設、医療／福祉：1 施設、複合サー

ビス事業：2 施設、公務（他に分類されるものを除く）：1 施設」であった。新潟市保

健所の調査時点のデータによれば、各施設の給食対象者の男性数は平均 193.3 名、中

央値 128.5 名であった。 

質問紙は各施設に対して 40 部ずつ用意し、男性勤労者の社員食堂利用者数が多い

施設に関してはさらに 10–20 部を加えた。調査票全配布数は 820 部であった。施設

内調査回答者の選定および質問紙の配布・回収は施設内担当者に依頼し、配布から回

収までの期間は約 2 週間を設けた。施設内担当者は主に総務部に所属していた。また、

回収後に記入漏れ等確認が必要な項目があった場合には、対象者の宛名入りの確認用

封筒を施設内担当者に手渡し、同様の流れで再調査を行った。一施設の調査回答者の

み、郵送により直接配布および回収を行ったが、それぞれ配布から回収までの期限は

同一となるよう調整した。 

2009 年 9 月にこれらの調査を行い、最終的に 600 名から回答が得られた。調査票

全配布数 820 部のうち未使用として返却されたものが 173 部（予想配布数：820－173

＝647 部）であったため、調査回答率を概算すると 92.7%（600/647）程度であった。
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各施設内調査回答者数は 4–53 名、平均 30.0 名、中央値 34.5 名であった。 

対象者には質問紙とともに本調査およびその後の介入研究のプロトコルについて

記載した説明文（同意は全くの任意であり自由にその同意は撤回できること、データ

のコード化により個人が特定できないよう処理し、対象者のプライバシーに関する事

項は本人の同意なしに公開しないこと等を併記）および同意書を封筒内に添付し、イ

ンフォームドコンセントを得た。本研究プロトコルは、新潟医療福祉大学倫理委員会

により承認された（承認年月日：2009 年 9 月 3 日、承認番号：17055–090902）。 

２．測定項目 

１）野菜摂取に関する行動変容ステージ 

野菜摂取に関する行動変容ステージの評価法として、先行研究では主に目標行動の

実施度をたずねた後に行動変容の準備性をたずねる 2 段階のアルゴリズムが用いら

れている 12)。すなわち、5 A Day for better health を例とすると、1 日に何 Servings

（つ）摂取しているかを第一段階で回答し、5 servings 未満であれば前熟考期から準

備期、5 servings 以上であれば実行期または維持期に相当する選択肢を第二段階の項

目として回答するという流れである。 

本研究では、先の調査 8)において用いられた「野菜料理」という文言を「野菜」に

改変し、「1 日に野菜を 5 皿以上食べること」を目標とした行動変容ステージの評価

法を用いた（図 1–1）。これは、具だくさんの汁物や野菜入りカレーライス等は「野

菜料理」として認識されにくいと考え、「野菜」と表現することで、過小申告を避け
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ようとしたためである。また、野菜の皿数の回答の際には、先の調査 8)での方法と同

様に、野菜「1 皿」の目安を示した別紙（A4 判、カラー印刷）を用意し、参照でき

るようにした。ここには、野菜料理（野菜を主な原料とする料理）および野菜料理以

外の料理（カレーライスのような複合的な料理）について、何皿分とみなすか説明文

や実物大の料理の写真等を載せた。 

２）習慣的野菜摂取量 

過去 1 ヶ月間の習慣的な栄養素摂取量等に関して妥当性が示されている簡易型自

記式食事歴法質問票（brief-type self-administered diet history questionnaire：以下、

BDHQ）を用いた 13)。BDHQ は既に数多くの妥当性研究が存在している自記式食事

歴法質問票（self-administered diet history questionnaire：DHQ）の簡易版として

開発された質問票である 14,15)。摂取頻度を問う食べ物のうち野菜に関する項目は、漬

物として「緑の濃い葉野菜、その他すべて（梅干しは除く）」、生（サラダ）として「レ

タス・キャベツ千切りなど（トマトは除く）」、「トマト・トマトケチャップ・トマト

煮込み・トマトシチュー」、料理に使った野菜（漬物・サラダ以外）として「緑の葉

野菜（ブロッコリーを含む）、キャベツ・白菜、にんじん・かぼちゃ、だいこん・か

ぶ、その他の根菜すべて（たまねぎ・ごぼう・れんこんなど）」から構成されている。 

本研究で「野菜」として包括している上述の野菜とともに、きのこ類および海藻類

を含め「野菜類」とした食品の摂取量に関して、16 日間の秤量式食事記録（Dietary 

record：DR）をゴールドスタンダードとした場合の BDHQ の測定精度に関する報告
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がある 13)。それによれば、1000 kcal 当たりの摂取量において、男性（n＝92）女性

（n＝92）それぞれで、集団平均値の比（%DR）が 88%、96%、相関係数 0.51、0.54

であった。BDHQ は、個人の摂取量の絶対値を評価するのではなく、集団内の個人

差を検出することを主目的としている。また、エネルギー摂取量については、相関係

数 0.18、0.32 と低く、エネルギー摂取量を知るためには BDHQ は適していないとさ

れている 13)。このことから、BDHQ の結果の検討においては、粗摂取量よりもエネ

ルギー調整が行われることが多い。従って、本研究においても、習慣的野菜摂取量を

表す指標として 1000 kcal 当たりの摂取量を用いた。これにより、食事の絶対量の割

には野菜を多く食べているといった観点での評価をすることができる。 

３）野菜摂取行動に関する認知的要因 

野菜摂取行動に関する認知的要因として、行動変容ステージ評価法の適用可能性を

検討している先行研究 9)でも用いられている自己効力感を把握した。同様に行動変容

ステージとの関連の検討 16)に用いられている知識を把握し、それら 2 要因を用いて認

知的要因を確認することとした。 

知識に関する尺度は、先行研究の項目 17)と同様の形式で、先の調査 8)において用い

られた「一般の成人の食事で健康のために 1 日に食べることが望ましい野菜量（皿数

と重量）」をたずねた。選択肢は、野菜皿数が「わからない」、「1–2 皿」、「3–4 皿」、

「5–6 皿」、「7 皿以上」、野菜重量が「わからない」、「150 g 程度」、「250 g 程度」、「350 

g 程度」、「500 g 以上」とし、それぞれ 5 皿以上、350 g 以上の回答を正答（1 点）、
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それ以外の回答を誤答（0 点）とした。皿数と重量の点数を合計して、0 点から 2 点

までの知識の得点を算出した。 

自己効力感尺度は、Ma ら 18)の開発した尺度を参考に作成した。Ma らの自己効力

感尺度は 5 項目より構成されており 18)、本研究では、日本人の実情や感覚に合う項目

を抽出基準とし、「野菜料理を食べる時間をもうけることのできる自信」、「外食にお

いて野菜料理をたくさん食べることのできる自信」、「1 日に 5 皿以上の野菜料理を食

べることのできる自信」について、「ある」（5 点）から「まったくない」（1 点）まで

の 5 件法のリッカートスケールによりたずねた。抽出した尺度は、栄養学系大学院生

4 名（うち TTM に関する研究を実施している管理栄養士 1 名）および調査対象者の

条件に該当する大学事務職員 1 名に尺度の項目内容を確認してもらい、それをもって

内容的および表面的妥当性の検討とした。本尺度の Cronbach のアルファを算出した

ところ 0.837 であり、項目分析を行った結果、項目が削除された場合の Cronbach の

アルファは 0.730 から 0.823 とすべて低下し、修正済み項目合計相関は 0.654 から

0.744 であった。よって、いずれの項目も除外せず、最終的に自己効力感尺度の 3 項

目としてまとめた。 

４）基本属性 

性別、年齢、身長、体重、既往歴、過去 1 ヶ月の社員食堂の利用頻度について自記

式質問紙を用いて情報を得た。 

３．解析方法 
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回答が得られた 600 名のうち、対象者条件外の者、行動変容ステージ項目の無回答

者、食事制限を伴う疾病に罹患している者、BDHQ から計算されたエネルギー摂取

量が食事摂取基準 19)の当該身体活動レベルⅠの推定エネルギー必要量（estimated 

energy requirement：以下、EER）の 0.5 倍未満もしくはⅢの EER の 1.5 倍以上の

者を解析対象者から除外した。認知的要因の項目が無回答の場合、知識は「わからな

い」（0 点）、自己効力感は「どちらともいえない」（3 点）として扱い、解析対象に含

めた。なお、認知的要因の無回答は知識 4 名（0.8%）、自己効力感 6 名（1.2%）であ

った。 

連続変数は、いずれのデータも正規性の検定で正規分布とは認められなかった（す

べて P＜0.001）。行動変容ステージのグループ間における基本属性、習慣的野菜摂取

量および認知的要因の差は、連続変数および順序尺度に対して Kruskal-Wallis 検定

を、カテゴリー変数に対してカイ 2 乗検定を用いた。また、行動変容ステージと野菜

の皿数の回答との関連も Kruskal-Wallis 検定を用いて検討した。この際、「7 皿以上」

と回答した者が 5 名（1.0%）と少なかったため、「5–6 皿」および「7 皿以上」をま

とめ 1 つのグループとした。また、解析対象者のうち、行動変容ステージが実行期で

あった者が 1 名のみであったため、実行期および維持期を 1 つのグループとしてまと

めた。野菜の皿数の回答は、習慣的野菜摂取量との関連に Kruskal-Wallis 検定を用

いるとともに、Spearman 順位相関により BDHQ によるエネルギー調整を行わない

粗摂取量との関連を検討した。習慣的野菜摂取量は、年齢と有意な正の相関（P＝0.003）
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があったことから、年齢を共変量として組み込んだ一般化線型モデルにより年齢調整

を行った効果を併せて確認することとした。モデルの「分布」および「リンク関数」

は、赤池情報量規準（Akaike's Information Criterion：AIC）により適合度を検討し、

それぞれ「ガンマ分布」および「ログ」を採択した。多重比較の際は、Bonferroni

法により補正をした。すべて両側 5％未満（P＜0.05）の危険率をもって統計的に有

意差があると判断した。 

解析には、SPSS Version 17.0（SPSS Inc., Chicago, IL, 2008）を用いた。 

 

第３節：結果 

１．行動変容ステージと基本属性 

調査回答者 600 名のうち、対象者の適格基準外である計 79 名を除外した 521 名が

解析対象者となった（図 1–2）。行動変容ステージの分布は、前熟考期が 305名（58.5%）、

熟考期が 109 名（20.7%）、準備期が 72 名（13.8%）、実行期が 1 名（0.2%）、維持期

が 34 名（6.5%）であった。 

解析対象者全体では、中央値（25 パーセンタイル–75 パーセンタイル）は、年齢

42（33–49）歳、身長 172（168–176）cm、体重 65（60–73）kg、Body Mass Index 

（以下、BMI）22.4（20.7–24.3）kg/m2であった。役職は、一般職が 330 名（63.8%）、

家族構成は、夫婦と子どもが 198 名（38.2%）と、それぞれ最も割合が高かった。 

行動変容ステージ間では、年齢（P＝0.028）および役職（P＝0.007）で有意差が
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みられた。身長、体重、BMI、家族構成、および社員食堂の利用頻度は、行動変容ス

テージとの関連はみられなかった（表 1–1）。 

２．行動変容ステージと習慣的野菜摂取量および認知的要因との関連（表 1–2） 

習慣的野菜摂取量の対象者全体の中央値は 88.7 g/1000 kcal であり、63.6–125.3 

g/1000 kcal の間に集団の半数が分布していた。習慣的野菜摂取量は、中央値にして

前熟考期 88.2 g、熟考期 78.4 g、準備期 98.9 g、実行期/維持期 116.8 g と行動変容ス

テージ間で有意な差（年齢調整後 P＝0.004）がみられた。この関係は、前熟考期や

熟考期に対して実行期/維持期において、中央値で 1.4–1.6 倍程度の差であった。1 日

に食べる野菜の皿数が 5 皿未満のステージである前熟考期、熟考期、および準備期の

3 グループ間の解析でも有意な差がみられ（P＝0.010）、準備期においては「3–4 皿」

が約半数弱となった。 

認知的要因では、知識（P＜0.001）および自己効力感（P＜0.001）それぞれで行

動変容ステージ間に有意な差がみられた。望ましい野菜量の知識について、前熟考期

の過半数は得点が 0 点であったが、ステージが上がる程、得点の分布が高い方にシフ

トし、実行期/維持期になると過半数が 2 点（「5 皿」以上かつ「350 g」以上の回答）

となった。自己効力感も、前熟考期に対して熟考期、準備期および実行期/維持期で得

点が有意に高かった。 

３．アルゴリズムの野菜摂取皿数と習慣的野菜摂取量との関連（表 1–3） 

アルゴリズムの 1 日に食べる野菜の皿数間で、習慣的野菜摂取量に有意な差がみら
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れた（年齢調整後 P＜0.001）が、「1–2 皿」82.4 g/1000 kcal に対して「5–6 皿/7 皿

以上」116.8 g/1000 kcal と、皿数では 2.5 倍から 5 倍の差があるが、両者は中央値で

1.5 倍程度の差であった。1 日に食べる野菜の皿数と習慣的野菜摂取量（BDHQ によ

る 1000 kcal 当たりではない、粗摂取量）との間には、有意な正の関連が観察された

（Spearman 相関係数＝0.441、P＜0.001）。 

 

第４節：考察 

１．習慣的野菜摂取量および認知的要因を尺度とした各関連の検討 

一定量以上の野菜摂取量を目標行動とした変容ステージについて、日本人を対象に

評価を行い、習慣的野菜摂取量および認知的要因との関連性を検討した報告は著者の

知る限りまだない。 

今回検討した行動変容ステージは、解析時に実行期および維持期を 1 つのグループ

としてまとめたため、その 2 つのステージの違いは明らかでないが、前熟考期と熟考

期との間で望ましい野菜摂取量の知識および自己効力感の得点に差が認められ、準備

期、実行期/維持期になると、習慣的な野菜摂取量（1000 kcal 当たり）が明らかに高

くなっていた。一方、アルゴリズムの 1 日に食べる野菜の皿数は、皿数を多く回答し

た者では BDHQ により測定された過去 1 ヶ月の習慣的な野菜摂取量（1000 kcal 当

たり）が多く、また、皿数と野菜摂取量（粗摂取量）との間には正の相関（r＝0.441）

がみられたことから、BDHQ 等の半定量的な食事調査を実施しなくても、実寸大の
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写真を添付した自己選択式の設問によって摂取量の多少を評価できることがわかっ

た。しかし、野菜摂取の量的目標とした「5–6 皿以上」が 1 日の野菜摂取量の絶対値

として何グラムに相当するかは、今回の検討からは明らかではない。そこで、身体活

動レベルⅡの EER を摂取したと仮定した場合の摂取量を概算したところ、「5–6 皿以

上」と回答した者の習慣的野菜摂取量の平均値は 325.9 g/日となった。また、これに

従うと、今回の対象者全体の平均値は 254.0 g/日であった。 

本研究において、１日に食べる野菜の皿数および行動変容ステージを組み合わせた

アルゴリズムによる評価は、それとは独立して測定された習慣的野菜摂取量および認

知的要因と関連が認められ、その関連の強さは海外の先行研究 9,16,17,20–22)と同程度で

あった。 

しかし、このアルゴリズムの評価は、対象者の主観的判断による要素も多く、先行

研究 23)で指摘されているような心理的な特性に起因した野菜の皿数の過小あるいは

過大申告や、野菜の「皿数」として認識されない料理に材料として紛れている野菜が

評価できていないといった影響により、誤った行動変容ステージに分類される可能性

がある。そのため、各グループ（皿数および行動変容ステージ）における習慣的野菜

摂取量（1000 kcal 当たり）は、集団の中央値としては明らかな差を見いだすことが

できたが、「1–2 皿」に対して、「5–6 皿/7 皿以上」では、摂取量の中央値は 1.5 倍程

度の差がみられたに過ぎなかった。また、各グループの野菜摂取量の四分位数（表

1–2）をみると、目標行動を実施していない「前熟考期–準備期」の 75 パーセンタイ
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ル値は、目標行動を実施している「実行期/維持期」の 50 パーセンタイル値を上回っ

ていた等、グループ間での習慣的な摂取量の分布の重なりは大きかった。 

２．研究の限界 

１）観察対象者 

本研究では、行動変容ステージの各グループ間で、年齢および役職に有意差がみら

れた。先行研究 9,24)でも行動変容ステージ間で年齢に差のあることが報告されており、

日本人成人において、野菜摂取量は 60 歳までは年齢とともに高くなる 25)ことはよく

知られている。また、役職は年齢との関連が強く、年齢を層化して検討すると、行動

変容ステージと役職の関係は有意ではなくなった（P＞0.05）。 

また、集団属性が「新潟市内の社員食堂を有する企業施設に所属する 20–59 歳の成

人男性勤労者」と限られた範囲にあり、他の属性の者への適用にはさらなる検討が必

要である。さらに、介入研究の対象者の条件として、社員食堂を週に 3 回以上利用し

ている者という条件を付加したため、施設内担当者に調査回答者の選定を依頼した際

に「なるべく社員食堂を利用している者」を集めてもらうように促した。社員食堂の

利用頻度に関しては、習慣的野菜摂取量および行動変容ステージのいずれにも関連は

みられなかったが、それによる選択バイアスの影響を言及することはできない。また、

最初から自らの食習慣に興味がある等、施設内勤労者の全体よりも意識が高い集団で

あった可能性が考えられる。正確な調査回答率に関しても、施設内担当者を経由 

しているため判断が難しい。 
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２）野菜摂取量の測定方法 

本研究で習慣的な野菜摂取量の測定に用いた BDHQ は、集団内における主要な栄

養素の個人差を検出することを目的として設計されている調査方法であり、個別の食

品群の摂取量を測定することを目指したものではない。しかし、BDHQ の妥当性は、

日本で開発され、BDHQ よりも複雑な構造を有する他の食習慣に関する質問票で報

告された妥当性と比較して、ほぼ同程度か、やや低いレベルとされている 13)。また、

野菜摂取量に関しては少なくともエネルギー調整を行った場合には一定の妥当性が

示されており 26)、本検討における外的な基準尺度として用いることとした。 

ただし、1000 kcal 当たりの量を指標としたことから、①「野菜 350 g」といった 1

日の絶対量への対比ができない（皿数も基本的には絶対量である）こと、②総エネル

ギー摂取量を分母としていることから、全般的な食事量が多い者ほど、この指標の数

値が小さくなってしまう可能性等の制限事項が生じてしまった。そこで、皿数の区分

と野菜摂取量（1000 kcal 当たりではない、粗摂取量）との間でも順位相関を求めた

ところ、r＝0.441 と中等度の有意な相関が認められた。そこで、1000 kcal 当たりの

量との関連の結果と合わせて、総合的にデータを解釈することとした。 

例えば、「3–4 皿」と「5–6 皿/7 皿」との間では、習慣的野菜摂取量（1000 kcal

当たり）の差が認められなかったが、これは上記の②の理由によるものと考えられる。

前熟考期と準備期の間では摂取量の差がみられなかったが、皿数には差がみられたこ

とも同様の理由による可能性がある。野菜摂取量の測定方法は、例えば複数日の食事
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記録を用いるという方法もある。しかし、本対象者のように日常業務等で忙しく時間

的制約がある場合、負担が大きいため実施が困難となることも多い。従って、今回は

15–20 分程度で記載できる BDHQ を用いることとした。 

３）認知的要因の尺度 

本研究で認知的要因として用いた望ましい野菜摂取量の知識および自己効力感の

尺度は、野菜摂取に関する行動変容ステージと認知的要因との関連を検討した海外の

先行研究 17,18)で用いられていた尺度を日本版として改変し、修正を加えたものである。

このため、少なくとも認知的要因としての内容的妥当性は有すると考えられるが、日

本人を対象に実施した場合の妥当性そのものは明らかではない。 

３．野菜摂取に関する行動変容ステージのアルゴリズムの適用 

一定割合の誤分類は不可避であると考えられるが、習慣的野菜摂取量との間に明確

な関連が認められた本アルゴリズムは、実際の活用上、次のようなことが考えられる。

第一は、成人男性を対象とした横断的観察や縦断的観察、あるいは介入プログラムに

おける集団間の比較や集団内での推移等をモニタリングすることを目的とした活用

である。図 1–1 に示すように選択肢による 2 問の質問のみであることから、皿数の自

己判定のために実物大のカラー写真（A4 判、1 枚の印刷物）は必要であるが、郵送

による調査も含めて大規模集団を対象としても実施可能である。実際に、農林水産省

による野菜摂取推進のための事業の一環として行われた調査 8)においても、成人男性

約 3000 名を対象として、今回とほぼ同様の調査が行われ、本研究の行動変容ステー
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ジの分布と類似した結果が得られている。 

第二は個人を対象とした栄養教育等を目的とした活用である。例えば、特定健康診

査・特定保健指導においても、エネルギー摂取量を低下させ、1 日の食事バランスを

改善するために、野菜摂取を推奨することが多い。よりきめ細やかな指導・教育には、

定量的な食事調査によるアセスメントを行うことも望まれるが、時間的な制約等から

簡単な調査のみを行う場合には、本アルゴリズムを活用することができると考えられ

る。しかし、先に述べたように、個人の判定に際しては誤分類の可能性もあり、他の

情報と合わせて包括的にアセスメントを行うことが望ましい。また、食事バランスガ

イドを用いた教育が行われる場合には、それによる「副菜」との整合性にも留意する

必要があろう。 

今後、本アルゴリズムをより広く活用していくためには、異なる集団を対象とした

観察研究を実施し、その有用性と制約等を明らかにしていく必要がある。 

 

第５節：結論 

「1 日に野菜を 5 皿以上食べること」を目標とした行動変容ステージのアルゴリズ

ムは、習慣的野菜摂取量および認知的要因との間に明確な関連がみられた。集団への

評価指標としての活用等が考えられるが、個人への栄養教育への活用に関しては誤分

類に留意する必要がある。 
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表 1–3 アルゴリズムの野菜摂取皿数と習慣的野菜摂取量との関連 

 

 

  

(補正)
n 平均 SD 25 50 75 P値 * P値 †

<全体> 521 98.2 50.3 63.6 88.7 125.3 ― ―

1日に食べる野菜の皿数
ほとんど食べない 23 49.5 30.6 24.7 49.5 66.1 a

1–2皿 314 89.2 46.0 57.4 82.4 112.2 b

3–4皿 149 48.5 77.4 114.7 146.6 c

5–6皿/7皿以上 35 59.4 71.7 116.8 176.0 c

SD: Standard Deviation (標準偏差)
* Kruskal-Wallis検定にて各グループ間を比較した
同じ列の異なるアルファベット間はBonferroni法により補正した有意な差を示す(P <0.05)

† 年齢を共変量として組み込んだ一般化線型モデルにて各グループ間を比較した

117.8

126.9

<0.001

習慣的野菜摂取量(g/1000 kcal)

パーセンタイル

<0.001
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第２章：野菜摂取行動に関する変容プロセス尺度の信頼性と妥当性 

 

第１節：背景 

序章でも述べたように、TTM は行動変容ステージおよび変容プロセスという概念

を核に構成されている 1)。行動変容ステージは、行動変容の準備性によって、前熟考

期、熟考期、準備期、実行期、維持期の 5 つのステージが定義されており、それぞれ

に次のステージに進めるために適した活動があるとされている。そのような行動変容

の過程で適した活動内容は、「社会的解放（Social liberation）、意識の高揚

（Consciousness raising）、情動的喚起（Dramatic relief）、環境の再評価

（Environmental reevaluation）、自己の再評価（Self-reevaluation）、自己解放

（Self-liberation）、強化マネジメント（Reinforcement management）、援助関係の

利用（Helping relationships）、拮抗条件づけ（Counterconditioning）、刺激統制

（Stimulus control）」という 10 種類から構成されており、これらが変容プロセスと

呼ばれている。 

変容プロセスは主に前者 5つの認知的プロセスと後者 5つの行動的プロセスに分類

され、喫煙行動等においては、認知的プロセスは目標行動を実施していない前熟考期

から準備期のような初期ステージに、行動的プロセスは目標行動を実行している実行

期から維持期のような後期ステージに実施頻度が向上するとされているが、野菜摂取

行動のような食行動に関しては、ステージが進むにつれて実施頻度の向上が同時にみ
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られる報告が多い 2–5)。先行研究のレビュー6)によれば、食行動に関する変容プロセス

尺度の開発もこれまでにいくつか報告がみられる。しかし、日本では、野菜摂取行動

に関する変容プロセス尺度が作成または使用された例は見当たらない。 

海外の先行研究 3,4,7–9)では、野菜・果物の摂取行動に関する変容プロセス尺度と同

時に行動変容ステージや意思決定バランス、自己効力感といった TTM の構成概念を

把握し、各構成概念との関連を示すことで変容プロセス尺度の妥当性を論じている。

そこで本研究においても、野菜摂取行動に関する変容プロセス尺度を作成し、尺度の

内的整合性および行動変容ステージや他の TTM 構成概念との関連により、その信頼

性・妥当性を検討することとした。 

 

第２節：方法 

１．対象者とデータ収集方法 

本横断研究では、第 1 章と同じ対象者データを用いた。 

２．測定項目 

１）野菜摂取行動に関する変容プロセス 

変容プロセス尺度は、10 種類の変容プロセス各 4 項目で全 40 項目から構成されて

いる Fontes de Oliveira ら 7)が開発した尺度を参考に作成した。本研究では勤労者が

質問紙を回答するときの負担を減らすため、各プロセス 1 項目から成る計 10 項目の

尺度を作成することとした。項目選定の際は、参考とした既存尺度の各プロセスから、
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（野菜に関する）「テレビや広告に注意を払う」といった活動よりも「情報に目を通

す」のような一般的な勤労者の環境で実施可能性の高いと思われる活動をたずねる項

目を優先して選定した。また、本対象者の実情に合うよう、一部質問内容の改変も行

った。例えば、逆条件付けの「I try to eat F&V in place of less healthy food.」とい

う項目では、アラカルト形式の社員食堂が多いことを想定して「もう一品食べたいと

きに、野菜料理を食べようとする」という質問内容とした。各項目について、「過去 1

ヶ月の認識/行動等の頻度」として、「ある」（5 点）から「まったくない」（1 点）ま

での 5 件法のリッカートスケールによりたずねた。 

抽出した尺度は、栄養学系大学院生 4 名（うち TTM に関する研究を実施している

管理栄養士 1 名）に専門的な観点から、本調査の対象者条件に該当する大学職員 1 名

に回答者の観点から項目内容を確認してもらい、測ろうとしているものに関連のある

重要な内容や領域をカバーしているかを判断する内容的妥当性 10)および測りたいも

のの性質を評価しているように見えるかを判断する表面的妥当性 10)の検討とした。 

２）野菜摂取に関する行動変容ステージ 

野菜摂取に関する行動変容ステージは、米国の 5 A Day for better health の事業に

用いられた評価法 11)を参考に日本版として作成されたアルゴリズム 12,13)を用いた。

本アルゴリズムは、目標行動の実施度をたずねた後に行動変容の準備性をたずねる 2

段階から構成されている。第一段階として 1 日に食べる野菜の皿数をたずね、回答が

5 皿未満であれば、1 日に野菜を 5 皿以上食べることについて「関心がない（6 ヶ月
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以内に実行する気がない）」、「6 ヶ月以内に実行しようと思う」、「すぐに実行しよう

と思う（1 ヶ月以内）」、5 皿以上であれば、いつごろから食べているのかについて「6

ヶ月未満」、「6 ヶ月以上継続している」という選択肢を第二段階として用意し、それ

ぞれの回答により「前熟考期」、「熟考期」、「準備期」、「実行期」、「維持期」と判断し

た。 

３）野菜摂取行動に関する意思決定バランスおよび自己効力感 

意思決定バランス尺度および自己効力感尺度は Ma ら 14)の開発した尺度を参考に

作成した。Ma らの尺度は意思決定バランス 18 項目（pros 8 項目、cons 10 項目）、

自己効力感 5 項目より構成されていた。変容プロセス尺度における項目抽出と同様の

基準により、意思決定バランス 6 項目（pros 3 項目、cons 3 項目）、自己効力感 3 項

目を抽出した。抽出した尺度について、変容プロセス尺度と同様に内容的および表面

的妥当性を検討した。意思決定バランス尺度は各項目の「野菜を食べるかどうか決定

する際の意思の重要度」について、自己効力感尺度は各項目の「自信の有無」につい

て、それぞれ変容プロセス尺度と同様のスケールによりたずねた。 

意思決定バランス尺度および自己効力感尺度は、変容プロセス尺度の構成概念妥当

性の検討に用いるため、予め項目分析を実施した。意思決定バランス尺度は、pros

の Cronbach のアルファが全体では 0.654 に対し、項目が削除された場合 0.760 とな

る項目、cons の Cronbach のアルファが全体では 0.682 に対し、項目が削除された場

合 0.739 となる項目がみられたため、それらの項目を削除した。従って、項目選定後
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の意思決定バランス尺度は 4 項目（pros 2 項目、cons 2 項目）となった。自己効力感

尺度は、全体の Cronbach のアルファが 0.835 であり、項目が削除された場合の

Cronbach のアルファはいずれの項目でも低下し、修正済み項目合計相関は 0.647 か

ら 0.700 となったため、項目選定は実施しなかった。 

４）属性 

性別、年齢、身長、体重、既往歴、過去 1 ヶ月の社員食堂の利用頻度について、自

記式質問紙より情報を得た。 

３．解析方法 

回答が得られた 600 名のうち、対象者条件外の者、各 TTM 構成概念の無回答者、

食事制限を伴う疾病に罹患している者を解析対象者から除外した。 

対象者の基本属性において、行動変容ステージのグループ間での違いは、連続変数

に対して一元配置分散分析（Analysis of Variance: ANOVA）を、カテゴリー変数に

対してカイ 2 乗検定を用いて検討した。解析対象者のうち、行動変容ステージが実行

期であった者が 1 名のみであったため、実行期および維持期を 1 つのグループとして

まとめた。 

変容プロセス尺度の信頼性は、認知的プロセスおよび行動的プロセスに対して

Cronbach のアルファより内的整合性を検討することとした。尺度の妥当性は、構成

概念に基づいて得られた予測が正しいかを因子分析等で判断する構成概念妥当性 10)

として、因子分析を用いて変容プロセス、意思決定バランス、自己効力感の各尺度の
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項目の因子負荷量を算出した。因子分析を実施する際には、各尺度を TTM の各構成

概念として設定しており、因子間に相関があることを仮定しているため、主因子法の

プロマックス回転を使用することとした。因子数は変容プロセスの認知的プロセスと

行動的プロセス、意思決定バランスの pros と cons、自己効力感の 5 因子とした。さ

らに、広く受け入れられている基準測定と関連性があるかを判断する基準関連妥当性

10)として、変容プロセス尺度の認知的プロセスおよび行動的プロセスに対して、行動

変容ステージを基準とした検討を行った。その際、尺度の項目作成の際に参考にした

先行研究 14)や、TTM の開発者が連名となっている各構成概念の尺度開発の研究 8)で

は、尺度得点の素点を偏差値（平均＝50、標準偏差＝10）に変換して結果を示してい

ることから、本研究でも尺度得点を偏差値に変換することとし、検討の際にはANOVA

を用いた。また、各プロセス個別の得点は、素点をもって検討することとした。基準

関連の多重比較の際は、Bonferroni 法により補正をした。すべて両側 5％未満（P＜

0.05）の危険率をもって統計的に有意差があると判断した。 

解析には、SPSS Version 17.0（SPSS Inc., Chicago, IL, 2008）を用いた。 

 

第３節：結果 

１．対象者の流れと基本属性 

調査回答者 600 名のうち、性別が対象外（2 名）、年齢が対象外または欠損（20 名）、

食事制限を伴う疾病の罹患中または欠損（37 名）、各 TTM 構成概念の項目が欠損（14
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名）の計 73 名を除外した 527 名が解析対象者となった。 

解析対象者全体では、平均（標準偏差）は、年齢 41.1（9.8）歳、身長 171.8（5.5）

cm、体重 67.3（10.0）kg、BMI 22.8（3.0）kg/m2であった。役職は、一般職が 336

名（64.2%）、家族構成は、夫婦と子どもが 200 名（38.1%）と、それぞれ最も割合が

高かった。行動変容ステージの分布は、前熟考期が 310 名（58.8%）、熟考期が 108

名（20.5%）、準備期が 73 名（13.9%）、実行期が 1 名（0.2%）、維持期が 35 名（6.6%）

であった。行動変容ステージ間では役職（P＝0.012）で有意差がみられた。一方、年

齢、身長、体重、BMI、家族構成、および社員食堂の利用頻度は、行動変容ステージ

との関連はみられなかった（表 2–1）。 

２．変容プロセス尺度の内的整合性および構成概念妥当性（表 2–2） 

変容プロセス尺度の Cronbach のアルファを求めたところ、認知的プロセス 0.722、

行動的プロセス 0.803 と各々一定の信頼性が確認された。 

因子分析により下位因子の構造を確認したところ、変容プロセスは「社会的解放、

意識の高揚、情動的喚起、環境の再評価、自己の再評価、自己解放、強化マネジメン

ト、援助関係の利用」と「拮抗条件づけ、刺激統制」の 2 因子に分かれ、意思決定バ

ランスの pros と cons、自己効力感の各構成概念とそれぞれ異なる因子に分類された。 

３．変容プロセス尺度の基準関連妥当性（表 2–3） 

変容プロセス尺度の得点は、対象者全体の平均（標準偏差）素点が認知的プロセス

14.0（4.1）点、行動的プロセス 12.2（4.3）点であった（最高 25 点、最低 5 点）。偏
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差値化した認知的プロセス/行動的プロセスの尺度得点は平均値にして、前熟考期

47.4/47.1 点、熟考期 53.2/52.4 点、準備期 55.3/57.3 点、実行期/維持期 51.8/53.0 点

と、ともに行動変容ステージ間で有意な差（P＜0.001）がみられた。認知的プロセス

の得点は、前熟考期に比し、熟考期および準備期で有意な高値を示した（P＜0.05）。

一方、行動的プロセスでは、1 日に食べる野菜の皿数が 5 皿未満のステージである前

熟考期、熟考期、および準備期の 3 グループ間でステージが上がる程得点が高い方に

シフトし（P＜0.05）、実行期/維持期は前熟考期に対し有意に得点が高かった（P＜

0.05）。 

各プロセスに関しても、社会的解放を除き、同様に行動変容ステージとの間に有意

な差がみられた。 

 

第４節：考察 

１．変容プロセス尺度内および各 TTM 構成概念間での関連の検討 

野菜摂取行動に関する変容プロセスについて、日本人を対象に調査を実施し、行動

変容ステージおよび他の TTM 構成概念との関連性を検討した報告は著者の知る限り

まだない。 

今回作成した変容プロセス尺度に関しては、許容レベルの内的整合性を示し、各

TTM 構成概念の尺度項目では同因子内に高い因子負荷量がまとまった。また、行動

変容ステージとの関連は、解析時に実行期および維持期を 1 つのグループとしてまと
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めたため、その 2 つのステージの違いは明らかでないが、認知的プロセスでは前熟考

期から熟考期に、行動的プロセスではさらに準備期とステージが進むにつれ、尺度の

得点が明らかに高くなっていた。 

本研究で用いた変容プロセス尺度は、内的整合性および各 TTM 構成概念との関連

が認められ、その関連の強さは海外の先行研究 3–5)と同程度であった。 

しかし、本尺度では認知的プロセスと行動的プロセスの分類に従った因子負荷量の

まとまりはみられなかった。食行動に関しては変容ステージが進むにつれ認知的プロ

セスと行動的プロセスは同時に増加する結果が示されており 2)、本研究でも各プロセ

スと行動変容ステージの関連性はいずれも類似していたため、各活動の特徴をとらえ

にくかったと考えられる。また、本研究では引き続く介入研究に必要なサンプリング

サイズの確保を優先し、回答率を下げないための対策として予め項目数を減らした尺

度を用いたことから、各プロセスに対して把握したのは各 1 項目、すなわち単一のテ

クニックのみであった。よって、各プロセス自体の一定の基準関連妥当性は示された

ものの、各プロセスの内的整合性および構成概念妥当性は今回の検討からは明らかで

ない。1 つの変容プロセスには、無限に近いほどのテクニック（例えば、「野菜をた

くさん食べる」という行動に対する刺激統制でいえば、野菜を思い出させるものを家

に置く、野菜をたくさん食べようとする人がいる場所に入る等）があるため、単一の

テクニックのみをとりあげた本尺度は集団の把握は可能であると考えられるが、個人

を評価する際に使用することは難しいかもしれない。 
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また、尺度内の社会的解放の項目は他の変容プロセスや行動変容ステージとの関連

はみられなかった。このことは尺度全体の信頼性や妥当性に一定の影響を与えている

と考えられるが、変容プロセスのうち社会的解放は行動変容ステージとの関連性が明

確でないとする既報 15)を支持する結果であったといえる。 

２．研究の限界 

１）観察対象者 

今回、行動変容ステージの各グループ間で役職に有意差がみられた。一般/管理職の

2 群では、変容プロセスの認知的プロセスでのみ一般職に対して管理職で得点が有意

に高かったが、ステージ間の得点の多重比較は各職個別でも全体と同様、前熟考期に

比し、熟考期および準備期で有意な高値を示した（P＜0.05）。すなわち、役職の割合

は行動変容ステージ間の得点の大きさには影響していても、今回の基準関連妥当性の

結果には影響していないと考えられる。 

また、集団属性が「新潟市内の社員食堂を有する企業施設に所属する 20–59 歳の成

人男性勤労者」と限られた範囲にあり、他の属性の者への適用にはさらなる検討が必

要である。さらに、介入研究の対象者の条件として、社員食堂を週に 3 回以上利用し

ている者という条件を付加したため、施設内担当者に調査回答者の選定を依頼した際

に「なるべく社員食堂を利用している者」を集めてもらうように促した。社員食堂の

利用頻度に関しては、各 TTM 構成概念のいずれにも関連はみられなかったが、それ

による選択バイアスの影響を言及することはできない。また、最初から自らの食習慣
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に興味がある等、施設内勤労者の全体よりも意識が高い集団であった可能性が考えら

れる。 

２）行動変容ステージの評価法 

食に関する行動変容ステージは、それらの定量的な摂取量や認知的要因を把握し、

両者の関連を示すことによりその評価法の妥当性が検討されている。本研究では、

BDHQ16)により算出した習慣的野菜摂取量との間に明確な関連が示されている、「1

日に野菜を 5 皿以上食べること」を目標とした行動変容ステージのアルゴリズム 13)

を用いた。しかし、本アルゴリズムは、心理的な特性に起因した野菜の皿数の過小あ

るいは過大申告や、野菜の「皿数」として認識されない料理に材料として紛れている

野菜が評価できていないといった影響により、一定の割合で誤った行動変容ステージ

に分類される可能性がある 13)。例えば、実際は実行期未満にいる者が過大申告をした

場合には変容プロセスの得点が低くても実行期以上に分類されてしまうため、今回、

前熟考期から準備期にかけて変容プロセスの得点が向上したのに対し、実行期/維持期

では差がみられなかったこととして、それらの影響による行動変容ステージの誤分類

が一因として考えられる。摂取量の過大申告による実行期または維持期への誤分類は

他の先行研究でもその問題が指摘されており 17)、基準関連妥当性をより正確に把握す

るにはそれらの者を考慮した評価法を用いる必要があろう。 

また、別の理由として、1 日に野菜を 5 皿以上食べている者、すなわち実行期また

は維持期に分類される者のうち、本人の意思とは関係なく野菜をたくさん食べること
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のできる環境にいる者の変容プロセスの得点が低く、その影響により平均値が下がっ

た可能性が挙げられる。 

３）他の TTM 構成概念の尺度 

本研究で他の TTM 構成概念の尺度として用いた意思決定バランスおよび自己効力

感の尺度は、野菜摂取に関する行動変容ステージや認知的要因との間の関連を検討し

た海外の尺度 13)を日本版として改変し、修正を加えたものである。今回、各尺度とも

内的整合性と構成概念妥当性を確認したが、行動変容ステージとの正方向の関連性も

個別にみられていることから（P＜0.05）、一定の信頼性・妥当性を有しているものと

思われる。 

３．本尺度の活用可能性 

各プロセスに対して把握するテクニックが 1 項目のみと限られてはいるが、本変容

プロセス尺度は行動変容ステージとの間に明確な関連が認められ、他の TTM 構成概

念と異なる概念であることが明らかとされた。このことから、本尺度の活用可能性と

して、成人男性の野菜摂取行動に注目した横断的観察や縦断的観察、あるいは TTM

を応用した介入プログラムにおける集団間の比較や集団内での推移等をモニタリン

グすることを目的とした活用が考えられる。 

 

第５節：結論 

作成した変容プロセス尺度は、尺度の内的整合性が確認されるとともに、構成概念
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妥当性として他の構成概念と異なる因子に分類され、基準関連妥当性として行動変容

ステージ間の差も確認されたことから、男性勤労者を対象とした場合、一定の信頼

性・妥当性を有すると考えられる。 
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尺
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れ
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表 2–3 変容プロセス尺度の基準関連妥当性 

 

 

  

平均 平均 平均 平均 P値 *

認知的プロセス † 47.4 9.3 a 53.2 9.4 b 55.3 10.0 b 51.8 10.8 ab

行動的プロセス † 47.1 8.9 a 52.4 9.4 b 57.3 10.5 c 53.0 10.1 bc

（各プロセス） ‡

社会的解放 2.7 1.1 2.8 1.2 2.8 1.2 2.9 1.3

意識の高揚 2.6 1.2 a 3.2 1.3 b 3.6 1.1 b 3.2 1.4 ab

情動的喚起 2.4 1.1 a 2.8 1.1 b 3.0 1.2 b 2.6 1.3 ab

環境の再評価 2.3 1.2 a 2.9 1.3 b 3.1 1.3 b 2.8 1.4 ab

自己の再評価 3.0 1.2 a 3.7 1.0 b 3.7 1.0 b 3.3 1.3 ab

自己解放 2.3 1.1 a 2.8 1.1 b 3.3 1.3 b 2.8 1.3 ab

強化マネジメント 2.1 1.0 a 2.4 1.1 a 2.8 1.3 b 2.1 1.1 a

援助関係の利用 2.0 1.0 a 2.4 1.1 b 2.8 1.3 b 2.3 1.2 ab

拮抗条件付け 2.4 1.1 a 2.9 1.1 b 3.4 1.1 c 3.4 1.2 bc

刺激統制 2.1 1.0 a 2.7 1.2 b 3.1 1.2 b 2.9 1.3 b

SD: Standard Deviation (標準偏差)
*一元配置分散分析にて各行動変容ステージ間を比較した
† 尺度得点の素点を偏差値(平均＝50、標準偏差＝10)に変換した
‡ 「ある」(5点)から「まったくない」(1点)までの5件法のリッカートスケール
同じ行での異なるアルファベット間はBonferroni法により補正した有意な差を示す(P <0.05)

行動変容ステージ
n =108 (20.5%)n =310 (58.8%) n =73 (13.9%) n =36 (6.8%)

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

<0.001

0.508

<0.001

<0.001

<0.001

SD SD SD

前熟考期 熟考期 準備期 実行期/維持期

SD
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第３章：野菜摂取行動に関する意思決定バランス尺度の信頼性と妥当性 

 

第１節：背景 

序章でも述べたように、TTM は行動変容の準備性によって、前熟考期、熟考期、

準備期、実行期、維持期の 5 つのステージが定義されており 1)、行動変容を進めてい

く上では、pros（利益）と cons（損失）の意思決定バランスに注目することが効果的

であるとされている 2)。 

先行研究のレビュー3)によれば、食行動に関する意思決定バランス尺度の開発もこ

れまでにいくつか報告がみられるが、日本で野菜摂取行動に関する意思決定バランス

尺度が作成または使用された例は見当たらない。そこで本研究では、野菜摂取行動に

関する意思決定バランス尺度を作成し、行動変容ステージとの関連等により、その信

頼性・妥当性を検討することとした。 

 

第２節：方法 

１．対象者とデータ収集方法 

本横断研究では、第 1 章と同じ対象者データを用いた。 

２．測定項目 

１）野菜摂取に関する意思決定バランス 

意思決定バランス尺度は、Ma ら 4)の開発した尺度を参考に作成した。Ma らの尺
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度は pros 8 項目、cons 10 項目の計 18 項目より構成されていた。本研究では勤労者

が質問紙を回答するときの負担を減らすため、pros と cons 各 3 項目の計 6 項目の尺

度を作成することとした。項目選定の際は、参考とした既存尺度から、「野菜を買う

ための時間を確保する」といった内容よりも「野菜を食べることは体に良い」のよう

な一般的な勤労者の環境で意識することが高いと思われる内容をたずねる項目を優

先して選定した。各項目について、「野菜を食べるかどうか決定する際の意思の重要

度」として、「ある」（5 点）から「まったくない」（1 点）までの 5 件法のリッカート

スケールによりたずねた。 

抽出した尺度は、栄養学系大学院生 4 名（うち TTM に関する研究を実施している

管理栄養士 1 名）に専門的な観点から、本調査の対象者条件に該当する大学職員 1 名

に回答者の観点から項目内容を確認してもらい、測ろうとしているものに関連のある

重要な内容や領域をカバーしているかを判断する内容的妥当性 5)および測りたいもの

の性質を評価しているように見えるかを判断する表面的妥当性 5)の検討とした。 

２）野菜摂取に関する行動変容ステージ 

野菜摂取に関する行動変容ステージは、米国の 5 A Day for better health の事業に

用いられた評価法 6)を参考に日本版として作成されたアルゴリズム 7,8)を用いた。本ア

ルゴリズムは、目標行動の実施度をたずねた後に行動変容の準備性をたずねる 2 段階

から構成されている。第一段階として 1 日に食べる野菜の皿数をたずね、回答が 5 皿

未満であれば、1 日に野菜を 5 皿以上食べることについて「関心がない（6 ヶ月以内
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に実行する気がない）」、「6 ヶ月以内に実行しようと思う」、「すぐに実行しようと思

う（1 ヶ月以内）」、5 皿以上であれば、いつごろから食べているのかについて「6 ヶ

月未満」、「6 ヶ月以上継続している」という選択肢を第二段階として用意し、それぞ

れの回答により「前熟考期」、「熟考期」、「準備期」、「実行期」、「維持期」と判断した。 

３）属性 

性別、年齢、身長、体重、既往歴、過去 1 ヶ月の社員食堂の利用頻度について、自

記式質問紙より情報を得た。 

３．解析方法 

回答が得られた 600 名のうち、対象者条件外の者、主要項目の無回答者、食事制限

を伴う疾病に罹患している者を解析対象者から除外した。 

対象者の基本属性において、行動変容ステージのグループ間での違いは、連続変数

に対して ANOVA を、カテゴリー変数に対してカイ 2 乗検定を用いて検討した。解析

対象者のうち、行動変容ステージが実行期であった者が 1 名のみであったため、実行

期および維持期を 1 つのグループとしてまとめた。 

意思決定バランス尺度は、予め下位因子構造を確認するため主因子法のプロマック

ス回転による因子分析を実施した。尺度の信頼性は、pros および cons に対して

Cronbach のアルファより内的整合性を検討した。尺度の妥当性は、構成概念に基づ

いて得られた予測が正しいかを因子分析等で判断する構成概念妥当性 5)として、確証

的因子分析を実施し、適合度評価にはGood of Fit Index（GFI）、Adjusted GFI（AGFI）、
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Root Mean Square Error of Approximation（RMSEA）を用いた。各指標の評価と

しては、GFI は 1 に近いほど説明力のあるモデル、AGFI は 1 に近いほどデータの当

てはまりが良い、RMSEA は 0.05 以下で当てはまりが良く 0.1 以上で悪いとされる

9)。さらに、広く受け入れられている基準測定と関連性があるかを判断する基準関連

妥当性 5)として、意思決定バランス尺度の pros、cons、および pros 得点から cons 得

点を減じた値（以下、pros－cons）に対して、行動変容ステージを基準とした検討を

行った。その際、尺度の項目作成の際に参考にした先行研究 4)や、各種の健康行動に

関する行動変容ステージと意思決定バランスとの関連をまとめている研究 10)では、尺

度得点の素点を偏差値（平均＝50、標準偏差＝10）に変換して結果を示している。本

研究では、先行研究の結果と比較できるよう、尺度得点の素点に併せ偏差値を算出す

ることとした。基準関連の検討の際には ANOVA を用い、多重比較では Bonferroni

法により補正をした。すべて両側 5％未満（P＜0.05）の危険率をもって統計的に有

意差があると判断した。 

解析には、SPSS Version 17.0 および Amos Version 17.0（SPSS Inc., Chicago, IL, 

2008）を用いた。 

 

第３節：結果 

１．解析対象者 

調査回答者 600 名のうち、性別が対象外（2 名）、年齢が対象外または欠損（20 名）、
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食事制限を伴う疾病の罹患中または欠損（37 名）、主要項目が欠損（14 名）の計 73

名を除外した 527 名が解析対象者となった。 

解析対象者全体では、平均（標準偏差）は、年齢 41.1（9.8）歳、身長 171.8（5.5）

cm、体重 67.3（10.0）kg、BMI 22.8（3.0）kg/m2であった。役職は、一般職が 336

名（64.2%）、家族構成は、夫婦と子どもが 200 名（38.1%）と、それぞれ最も割合が

高かった。行動変容ステージの分布は、前熟考期が 310 名（58.8%）、熟考期が 108

名（20.5%）、準備期が 73 名（13.9%）、実行期が 1 名（0.2%）、維持期が 35 名（6.6%）

であった。行動変容ステージ間では役職（P＝0.012）で有意差がみられた。一方、年

齢、身長、体重、BMI、家族構成、および社員食堂の利用頻度は、行動変容ステージ

との関連はみられなかった（表 3–1）。 

２．意思決定バランス尺度の因子構造と信頼性（表 3–2） 

意思決定バランス尺度に関して、pros の Cronbach のアルファが全体では 0.65 に

対し、項目が削除された場合 0.76 となる項目、cons の Cronbach のアルファが全体

では 0.68 に対し、項目が削除された場合 0.74 となる項目がみられたため、尺度を 4

項目（pros 2 項目、cons 2 項目）に修正した。 

因子分析により下位因子の構造を確認したところ、意思決定バランスは pros と

cons がそれぞれ異なる因子に分類された。 

３．意思決定バランス尺度の構成概念妥当性（図 3–1） 

確証的因子分析により意思決定バランス尺度のモデル適合度を確認したところ、概
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ね良好な結果が得られた（カイ 2 乗値＝0.024、P＝0.878、GFI＝1.000、AGFI＝1.000、

RMSEA＜0.001）。 

４．意思決定バランス尺度の基準関連妥当性（表 3–3） 

意思決定バランス尺度の得点に関して、 pros/cons の各素点は平均値にして、前熟

考期 9.1/4.8 点、熟考期 9.3/4.5 点、準備期 9.6/4.0 点、実行期/維持期 9.4/3.0 点と、

いずれも行動変容ステージ間で有意な差（P＝0.004、P＜0.001）がみられた。また、

pros－cons の値も同様に行動変容ステージ間で有意な差がみられた（P＜0.001）。多

重比較の結果、prosの得点は、前熟考期に比し準備期で有意な高値を示した（P＜0.05）。

一方、cons では、前熟考期に比し準備期および実行期/維持期で有意な低値を示し（P

＜0.05）、実行期/維持期は熟考期に対し有意に得点が低かった（P＜0.05）。 

 

第４節：考察 

１．意思決定バランス尺度の信頼性と妥当性の検討 

野菜摂取行動に関する意思決定バランスについて、日本人を対象に調査を実施し、

信頼性と妥当性を検討した報告は著者の知る限りまだない。 

今回作成した意思決定バランス尺度に関しては、pros と cons で異なる因子構造が

確認され、許容レベルの内的整合性を示し、一定の適合度が確認された。また、行動

変容ステージとの関連では解析時に実行期および維持期を 1 つのグループとしてま

とめたため、その 2 つのステージの違いは明らかでないが、pros では前熟考期に対し
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準備期で尺度の得点が高くなり、cons では前熟考期に対し準備期、さらに実行期/維

持期とステージが進むほど尺度の得点が明らかに低くなっていた。 

本研究で用いた意思決定バランス尺度は、一定の内的整合性と適合度、および行動

変容ステージとの関連が認められ、その傾向や得点分布等は海外の先行研究 4,11,12)と

類似した結果であった。 

しかし、本研究では介入研究に必要なサンプリングサイズの確保を優先し、回答率

を下げないための対策として予め項目数を減らした尺度を用いたことから、意思決定

バランスについて把握したのは各 2 項目のみであった。本対象者のように日常業務等

で忙しく時間的制約がある場合、負担の大きい調査は実施が困難となることも多い。

先行研究では野菜摂取行動に関する各 4 項目の意思決定バランス尺度 13,14)や、他の概

念では 1 項目のみのセルフエスティーム尺度 15)が用いられた例もある。今回、pros

および cons の各意思における一定の基準関連妥当性は示されたものの、限定的な意

思のみをとりあげた本尺度は集団の把握は可能であっても、個人を評価する際に使用

することは難しいかもしれない。 

２．研究の限界 

１）観察対象者 

今回、行動変容ステージの各グループ間で役職に有意差がみられた。一般/管理職の

2 群では、意思決定バランスの pros でのみ一般職に対して管理職で得点が有意に高か

ったが、ステージ間の得点は各職個別でも有意差はみられなかったものの全体と同様
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の傾向を示した。すなわち、役職の割合は行動変容ステージ間の得点の大きさには影

響していても、今回の基準関連妥当性の結果には影響していないものと推察される。 

また、集団属性が「新潟市内の社員食堂を有する企業施設に所属する 20–59 歳の成

人男性勤労者」と限られた範囲にあり、他の属性の者への適用についてはさらなる検

討が必要である。さらに、本調査後の介入研究での対象者の条件として、社員食堂を

週に 3 回以上利用している者という条件を付加したため、施設内担当者に調査回答者

の選定を依頼した際に「なるべく社員食堂を利用している者」を集めてもらうように

促した。社員食堂の利用頻度に関しては、行動変容ステージとの関連はみられなかっ

たが、それによる選択バイアスの影響を言及することはできない。また、最初から自

らの食習慣に興味がある等、施設内勤労者の全体よりも意識が高い集団であったかも

しれない。 

２）行動変容ステージの評価法 

本評価法は心理的な特性に起因した野菜の皿数の過小あるいは過大申告等の影響

により、一定の割合で誤った行動変容ステージに分類される可能性がある 8)。例えば、

実際は実行期未満にいる者が過大申告をした場合には pros得点が低かったり cons得

点が高かったりしても実行期以上に分類されてしまうため、今回、前熟考期から準備

期にかけて pros の得点が向上したのに対し、実行期/維持期では差がみられなかった

こととして、それらの影響による行動変容ステージの誤分類が一因として挙げられる。

摂取量の過大申告による実行期または維持期への誤分類は先行研究でもその問題が
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指摘されており 16)、基準関連妥当性をより正確に把握するにはそれらの者を考慮した

評価法を用いる必要があろう。 

また、別の理由として、1 日に野菜を 5 皿以上食べている者、すなわち実行期また

は維持期に分類される者のうち、本人の意思とは関係なく野菜をたくさん食べること

のできる環境にいる者の pros 得点が低く、その影響により平均値が下がった可能性

がある。 

３．本尺度の活用可能性 

把握する項目が限られてはいるが、本意思決定バランス尺度は一定の内的整合性と

適合度が確認され、行動変容ステージとの間に明確な関連が認められた。このことか

ら、本尺度は成人男性の野菜摂取行動に注目した横断的観察や縦断的観察、あるいは

TTM を応用した介入プログラムにおける集団間の比較や集団内での推移等をモニタ

リングすることを目的とした活用可能性がある。 

 

第５節：結論 

作成した意思決定バランス尺度は、尺度の内的整合性が確認されるとともに、構成

概念妥当性として一定の適合度が確認され、基準関連妥当性として行動変容ステージ

間の差も認められたことから、男性勤労者を対象とした場合、一定の信頼性・妥当性

を有することが示唆された。 
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表 3–2 意思決定バランス尺度の因子構造と信頼性 

 

 

  

尺度 a係数 項目 因子1 因子2

意思決定バランス
pros (利益) 0.76

「たくさん野菜を食べることは体に良い」 -0.001

「野菜の入った料理はバランスが良い」 0.002

cons (損失) 0.74

「野菜を食べることは面倒である」 0.032

「野菜料理はおいしくない」 -0.032

抽出する因子：2
因子抽出法：主因子法
回転法：Kaiserの正規化を伴うプロマックス法
各項目の最も高い因子負荷量をボールドで示す

0.782

0.784

0.770

0.766
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図 3–1 意思決定バランス尺度の構成概念妥当性 
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第４章：野菜・果物摂取行動に関する自己効力感尺度の信頼性と妥当性 

 

第１節：背景 

序章でも述べたように、最近の疫学研究によって野菜・果物摂取量と冠動脈疾患の

リスク低下との関連が示されている 1)。また、わが国においても、主要な生活習慣病

の発症予防と重症化予防の徹底のため、野菜摂取量の平均値として成人 1 人 1 日当た

り 350 g 以上、果物摂取量 100 g 未満の者の割合を 30%に半減することが目標とされ

ている 2)。しかし、平成 26 年国民健康・栄養調査報告によると 3)、成人の野菜摂取

量の平均は 292.3 g、果物摂取量 100 g 未満の者の割合は 58.8%と過半数を占める状

況であり、特に 20–59 歳でそれらの摂取量が低いことが問題となっている。 

人々の食行動に関して、社会的認知理論の構成概念の一つである自己効力感は、成

人における野菜・果物摂取の主要な心理社会的予測因子であることが示されている 4)。

また、序章でも述べたように、自己効力感は TTM の構成概念の一つでもあり 5)、野

菜・果物摂取行動に関する自己効力感は、同じく TTM の構成概念である行動変容ス

テージとの関連性も多くの研究でみられている 6–15)。 

わが国では、自己効力感のうち野菜摂取行動に関する尺度は開発されているが 16)、

果物については検討されていない。海外の先行研究では、野菜・果物摂取行動に関す

る自己効力感を同時に測定することにより、両者の自己効力感の特徴についても検討

している 6,9–11)。そこで本研究では、これまでの章では男性の野菜摂取のみを論じて
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きたが、本調査は女性および果物摂取に関する検討も行ったので、本章で併せて報告

することとする。野菜・果物摂取行動に関する自己効力感尺度を作成し、Cronbach

のアルファを用い信頼性を、確証的因子分析により構成概念妥当性を、行動変容ステ

ージおよび基本的属性との関連により基準関連妥当性を検討することとした。 

 

第２節：方法 

１．対象者とデータ収集方法 

本研究は、職域における高血圧の予防をねらった介入研究のベースライン調査デー

タを横断的に解析したものであり、自記式質問票から成る横断研究は、2014 年 9 月

から 11 月に実施された。新潟県内で約 150 名を超える社員食堂利用者のいる 20 の

企業施設に依頼を行い、最終的に 8 施設で本調査を実施することとした。各施設の産

業分類は、製造業 4 施設、卸売業／小売業 3 施設、複合サービス事業 1 施設であった。 

対象者は、新潟県内の 8 つの企業施設に所属する 20–69 歳の日本人勤労者とした。

回答者は、本研究における窓口担当となった総務部に属する各社員食堂の管理担当者

により選定された。管理担当者は、質問紙を配布および回収し、対象者からの質問に

応じた。対象者の宛名入りの返信用封筒により、記入漏れや矛盾した回答を再調査し

た。本研究プロトコルは、新潟医療福祉大学倫理委員会により承認された（承認年月

日：2014 年 5 月 13 日、承認番号：17483–140512）。対象者は、書面により本研究

の説明を受け、インフォームドコンセントを交わした。 



76 

２．測定項目 

１）自己効力感 

野菜・果物摂取行動に関する自己効力感は、Maらの既存尺度 10)を参考に作成した。

既存尺度は野菜・果物の各 5 項目から構成されていたが、本研究では基となる介入研

究が減塩を主たる目標行動としており、対象者が質問を回答するときの負担を減らす

ため、各 3 項目から成る計 6 項目を設定した。項目選定の際は、参考とした既存尺度

から、「各食材を手元に取っておける／すぐに入手できる」、「私はさまざまな野菜／

果物を買うことができる」といった内容よりも、「私は 1 日に（5 皿／1 つ）以上の（野

菜となる食事／果物）をとることができる」、「私は（野菜を食べるための／果物をと

る）時間をもうけることができる」のような一般的な勤労者の環境で意識することが

高いと思われる内容をたずねる項目を優先して選定した。また、社員食堂において実

施した介入の影響評価を得るため、「私は自宅において多くの（野菜／果物）をとる

ことができる」という項目を「私は外食において（野菜の多い食事／果物）をとるこ

とができる」と変更した。項目の表現は、著者が日本語に訳し、米国に留学経験のあ

る共同研究者 1 名が適切さを確認した。 

各項目は、「まったく自信がない」の 1 点から「とても自信がある」の 5 点までの

5 件法リッカートスケールを用いて測定した。 

抽出した尺度は、栄養学系大学院生 4 名（うち TTM に関する研究を実施している

管理栄養士 1 名）に専門的な観点から、本調査の対象者条件に該当する大学職員 1 名
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に回答者の観点から項目内容を確認してもらい、測ろうとしているものに関連のある

重要な内容や領域をカバーしているかを判断する内容的妥当性 17)および測りたいも

のの性質を評価しているように見えるかを判断する表面的妥当性 17)の検討とした。 

２）行動変容ステージ 

野菜摂取に関する行動変容ステージは、米国の 5 A DAY の取組みに用いられた評

価法 18)を参考に日本版として作成されたアルゴリズム 19)を用いて測定した。本アル

ゴリズムは、目標行動の実施度をたずねた後に行動変容の準備性をたずねる二段階か

ら構成されている。第一段階として 1 日に食べる野菜の皿数をたずね、回答が 5 皿未

満であれば、1 日に野菜を 5 皿以上食べることについて「関心がない（6 ヶ月以内に

実行する気がない）」、「6 ヶ月以内に実行しようと思う」、「すぐに実行しようと思う

（1 ヶ月以内）」、5 皿以上であれば、いつごろから食べているのかについて「6 ヶ月

未満」、「6 ヶ月以上継続している」という選択肢を第二段階として用意し、それぞれ

の回答により「前熟考期」、「熟考期」、「準備期」、「実行期」、「維持期」と判断した。 

果物摂取に関する行動変容ステージは、わが国で開発された野菜・果物摂取に関す

る質問 20)を参考に測定した。測定項目は、野菜摂取行動に関するアルゴリズムと同様

に、二段階から構成されている。すなわち、第一段階として 1 週間に果物を食べる回

数をたずね、回答が 7 回未満であれば、いつごろから果物を増やそうと思うかについ

て「実施する気がない」、「次の 1 年以上の間」、「次の 6 ヶ月の間」、「次の 1 ヶ月の間」

という選択肢を第二段階として用意し、前者 2 つの回答を「前熟考期」、それ以降を



78 

それぞれ「熟考期」、「準備期」と判断した。また、7 回以上であれば、どれくらいの

期間実施しているかについて「1 ヶ月未満」、「1–3 ヶ月」、「4–6 ヶ月」、「6 ヶ月以上」

という選択肢を第二段階として用意し、前者 3 つの回答を「実行期」、残りを「維持

期」と判断した。 

３）基本的属性 

質問票により、対象者の性別、年齢、身長、体重、世帯収入、世帯状況、および喫

煙習慣もたずねた。 

３．解析方法 

対象者のうち、自己効力感および行動変容ステージの無回答者は解析から除外する

こととした。 

自己効力感尺度に対して、予め下位因子構造を確認するため、主因子法のプロマッ

クス回転による因子分析を実施した。尺度の信頼性は、Cronbach のアルファにより

内的整合性を検討した。妥当性は、構成概念に基づいて得られた予測が正しいかを因

子分析等で判断する構成概念妥当性 17)として、確証的因子分析を実施し、適合度評価

には GFI、AGFI、RMSEA を用いた。また、広く受け入れられている基準測定と関

連性があるかを判断する基準関連妥当性 17)として、ANOVA により行動変容ステージ

および各基本的属性を基準とした検討を行った。その際、行動変容ステージが実行期

であった者が野菜摂取行動で 4 名（0.01%）、果物摂取行動で 9 名（0.02%）のみであ

ったため、実行期および維持期を 1 つのグループにまとめることとした。 
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統計的有意差は、すべての解析において P＜0.05 と設定した。すべての統計的解析

は、IBM SPSS Statistics Version 21および IBM SPSS Amos Version 21（IBM Japan, 

Ltd., Tokyo, Japan）を用いて行った。 

 

第３節：結果 

１．解析対象者 

調査に同意した回答者 457 名のうち、自己効力感および行動変容ステージに関する

項目の無回答者はいなかったため、全 457 名の対象者のデータを解析した。 

対象者全体では、男性が 268 名（58.6%）、平均（最小–最高）年齢は 41.9（20–67）

歳であった。また、BMI は 18.5–25.0 kg/m2が 315 名（68.9%）、世帯年収は 2 百万

–6 百万円が 218 名（52.7%）、世帯状況は親＋子ども世帯が 193 名（42.2%）、喫煙習

慣は無しが 327 名（71.6%）と各属性の中で最も割合が高かった。 

２．自己効力感尺度の因子構造と信頼性 

因子分析により、自己効力感尺度の下位因子の構造を確認したところ、野菜摂取行

動と果物摂取行動はそれぞれ異なる因子に分類された（表 4–1）。 

自己効力感尺度の Cronbach のアルファは、野菜では 0.78、果物では 0.83 と各々

一定の信頼性が確認された。項目選定において、項目が削除された場合の Cronbach

のアルファは、果物で 0.02 増加する 1 項目がみられたが、修正済み項目合計相関が

0.604 であったことを考慮し、項目の除外は実施しなかった。 
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３．自己効力感尺度の構成概念妥当性 

確証的因子分析により自己効力感尺度のモデル適合度を確認したところ、カイ 2 乗

値＝3.958、P＝0.556、GFI＝0.997、AGFI＝0.988、RMSEA＜0.001 と、尺度全体

で概ね良好な結果が得られた（図 4–1）。 

４．自己効力感尺度の基準関連妥当性 

自己効力感尺度の得点は、野菜・果物摂取行動ともに行動変容ステージのステージ

間で有意差がみられた（P＜0.001、P＜0.001）（表 4–2）。 

尺度のうち、野菜摂取行動の得点は、前熟考期に比し熟考期、準備期、実行期/維持

期で有意な高値を示し、熟考期、準備期に比し実行期/維持期で有意な高値を示した。

また、果物摂取行動の得点は、前熟考期に比し準備期、実行期/維持期で有意な高値を

示し、熟考期、準備期に比し実行期/維持期で有意な高値を示した。 

対象者の基本的属性について、野菜摂取行動に関する自己効力感尺度の得点は、性

別では男性に比し女性、世帯状況では単身に比し夫婦のみ世帯、喫煙習慣では有りに

比し無しの者で有意に高値を示した（表 4–3）。また、果物摂取行動に関する自己効

力感尺度の得点は、喫煙習慣では有りに比し無しの者で有意に高値を示した。その他

の属性として、年齢、BMI、世帯年収には、野菜・果物摂取行動に関する自己効力感

得点との関連はみられなかった。 

 

第４節：考察 
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１．自己効力感尺度の信頼性と妥当性の検討 

著者の知る限り、日本人を対象に野菜・果物摂取行動に関する自己効力感尺度を用

いた調査を実施し、両尺度の信頼性と妥当性を検討した報告はまだない。日本人勤労

者を対象にした本横断研究において、作成した自己効力感尺度は、野菜摂取行動と果

物摂取行動で異なる因子構造が確認され、許容レベルの内的整合性を示し、一定の適

合度が確認された。また、行動変容ステージとの関連では解析時に実行期および維持

期を 1 つのグループとしてまとめたため、その 2 つのステージの違いは明らかでない

が、野菜・果物摂取行動ともに前熟考期から実行期/維持期とステージが進むほど尺度

の得点が明らかに高くなっていた。 

今回、野菜摂取行動に関する自己効力感に有意差がみられた性別は、他の先行研究

でも男性に比し女性で自己効力感が高いとされており 8,11)、本研究においても同様の

傾向を示した。世帯状況は、単身よりそれ以外、特に夫婦のみ世帯で野菜摂取行動に

関する自己効力感が高く、家族からのソーシャルサポートが自己効力感に繋がってい

る可能性がある。ソーシャルサポートは、自己効力感を介して野菜摂取量に影響を与

えることも示唆されており 21)、本対象者におけるそれらの関連性も今後より詳細に検

討していく必要があるかもしれない。また、喫煙習慣のある者は野菜・果物摂取行動

に関する自己効力感が低かったが、これは、個人が関連した複数の健康リスク行動を

同時に有するという共起 22)が、本関係においても観察されたものと推察される。 

本研究で用いた自己効力感尺度は、一定の内的整合性と適合度、ならびに行動変容
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ステージとの関連が認められ、その傾向や得点分布は先行研究 6,10–15)と類似した結果

であった。 

２．研究の限界 

本研究にはいくつかの限界がある。第一に、対象者は限られた地域の勤労者であり、

今回の結果を一般化していくためには更なる検討が必要である。 

第二に、本研究では基である介入研究における対象者の負担を考慮して既存尺度の

計 10 項目から 6 項目に減らした尺度を用いたため、限定的な自己効力感しか把握す

ることはできなかった。従って、個別の栄養相談のような個人を評価する際に使用す

ることは難しいかもしれない。ただし、今回のように大人数への介入で複合的な目標

行動を設定したり、他の行動科学理論を併用したりする場合には、項目数の多い尺度

は活用が困難となることも多い。先行研究においても、野菜・果物摂取行動に関して

計 1 項目 6,7)、4 項目 9)、6 項目 12,15)のみの自己効力感尺度が用いられた例がある。本

研究の自己効力感尺度でも一定の基準関連妥当性は観察されたため、少なくとも集団

の把握は可能であると考えられる。 

３．本尺度の活用可能性 

海外の研究を集めた系統的レビューにおいて、自己効力感は成人における野菜・果

物摂取の主要な心理社会的予測因子であることが示されていることから 4)、一定の内

的整合性と適合度が確認された本尺度により、日本人における検討も進むことが期待

される。 
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また、項目数が少なく、行動変容ステージや属性のうち喫煙習慣といった他の健康

行動との間に明確な関連が認められた本尺度は、成人の野菜あるいは果物摂取行動を

はじめ、それを含む複合的な健康行動に注目した横断的観察や縦断的観察、社会的認

知理論や TTM 等の行動科学を応用した介入プログラムにおける集団間の比較や集団

内での推移等をモニタリングすることを目的とした活用可能性がある。 

 

第５節：結論 

作成した自己効力感尺度は、尺度の内的整合性が確認されるとともに、構成概念妥

当性として一定の適合度が確認され、基準関連妥当性として行動変容ステージ間の差

も認められた。このことから、勤労者を対象とした場合、一定の信頼性および妥当性

を有することが示唆された。 
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図 4–1 自己効力感尺度の構成概念妥当性 
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表 4–3 自己効力感尺度と基本的属性との関連 

 

 

  

n % 平均 SD P値* 平均 SD P値*

性別
男性 268 58.6 7.2 2.6 7.6 3.0

女性 189 41.4 7.8 2.5 8.1 2.9

年齢(歳)
20–29 58 12.7 7.1 2.4 7.5 3.0

30–49 299 65.4 7.5 2.6 7.9 3.0

50–69 100 21.9 7.5 2.4 7.8 2.7

Body mass index (kg/m 2 )

< 18.5 28 6.1 7.8 2.7 8.2 2.8

≥ 18.5, < 25.0 315 68.9 7.4 2.5 7.8 2.9

≥ 25.0 114 24.9 7.3 2.6 7.9 3.2

世帯年収(円)

< 2百万 10 2.4 6.4 3.0 6.5 2.8

≥ 2百万, < 6百万 218 52.7 7.3 2.5 7.9 3.0

≥ 6百万 186 44.9 7.5 2.6 7.7 3.0

わからない 41

無回答 2

世帯状況
単身 115 25.2 7.0 2.5 a 7.7 3.2

夫婦のみ 43 9.4 8.3 2.5 b 8.6 2.6

親+子ども(2世代) 193 42.2 7.4 2.4 ab 7.7 2.8

3世代以上 71 15.5 7.5 2.8 ab 7.7 3.2

その他 35 7.7 7.8 2.8 ab 8.2 2.8

喫煙習慣 ‡

有り 130 28.4 7.0 2.6 7.4 3.1

無し 327 71.6 7.6 2.5 8.0 2.9

* 一元配置分散分析にて各属性間を比較した
† 得点: 1=「まったく自信がない」、5=「とても自信がある」、得点幅: 3–15

同じ列での異なるアルファベット間はBonferroni法により補正した有意な差を示す
(P <0.05)
‡ 有り:「毎日」、「時々」、無し:「1ヶ月以上吸っていない」、「吸わない」

0.019 0.042

0.531 0.683

0.752 0.699

0.326 0.332

合計(n =457)
野菜摂取行動に

関する自己効力感†

果物摂取行動に

関する自己効力感†

0.006 0.066

0.047 0.339
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第５章：自己効力感、社会的支援、および知識と野菜・果物摂取量との関連 

 

第１節：背景 

序章でも述べたように、最近の疫学研究によって野菜・果物摂取量と冠動脈疾患の

リスク低下との関連が示されている 1)。しかし、平成 26 年国民健康・栄養調査報告

によると 2)、成人の平均的な野菜・果物摂取量はいずれも国の目標量を下回っており、

特に大半が勤労者である 20–59 歳でそのことが顕著である。 

野菜・果物摂取に対する心理社会的予測因子（Predictors）を理解しておくことが、

効果的な介入プログラムを計画するために必要である 3)。先行研究の系統的レビュー

によれば 3)、自己効力感、社会的支援、および知識の 3 つの心理社会的因子は、他の

因子に比し、成人における野菜・果物摂取の強力な予測因子である。これまでの研究

でも、自己効力感は野菜・果物摂取量と最も堅実な相関を示す要因であること 4)、自

己効力感および社会的支援は野菜・果物摂取量の間接的な予測指標となること 5)、野

菜・果物推奨量に関する知識の高さは野菜・果物摂取量と関連していること 6)が示さ

れている。しかし、わが国において、それらに関する研究は非常に少ない。そこで、

本研究では日本人勤労者における自己効力感、社会的支援、および知識と野菜・果物

摂取量との関連を検討し、将来の介入に向けたそれらの適用可能性を評価することと

した。 
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第２節：方法 

１．研究デザインと対象者募集 

本横断研究では、第 4 章と同じ対象者データを用いた。 

２．心理社会的因子の測定 

自己効力感は、「まったく自信がない」の 1 点から「とても自信がある」の 5 点ま

での 5 件法リッカートスケールの 3 項目を用いて測定した。それらの自己効力感項目

は、既存尺度 7)を参考に、「私は 1 日に 5 皿（1 皿）以上の野菜（果物）となる食事を

とることができる」、「私は野菜（果物）を食べるための時間をもうけることができる」、

および「私は外食において野菜（果物）の多い食事をとることができる」とした。社

会的支援も 3項目の 5件法リッカートスケールを用いて測定し、既存尺度 8)を参考に、

家族、同僚、および社員食堂が野菜（果物）の多い食事をとることをサポートしてく

れるかをたずねた。両因子とも、高得点ほど好ましい自己効力感および社会的支援と

なる。 

知識は、既存尺度 9)を参考に単一項目で測定し、対象者へは野菜（果物）摂取量に

おける推奨量 10,11)を質問した。選択肢は、１日に食べることが望ましい野菜（果物）

量として正しいと思うものとして、「わからない、150 g 程度、250 g 程度、350 g 程

度、500 g 以上」（「わからない、50 g 程度、100 g 程度、150 g 程度、200 g 程度」）

を設けた。それらのうち、350 g 以上の野菜（200 g の果物）を回答した者を正答と

判断した。 
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各因子の信頼性および妥当性を評価するにあたり、内容的妥当性、表面的妥当性、

構成概念妥当性、および内的整合性を検証した。まず、内容的および表面的妥当性は、

管理栄養士および新潟市役所の職員によって確認した。基準関連妥当性の評価では、

行動変容ステージ 12)の野菜 13)および果物 14)の摂取に関するアルゴリズムを用いて、

対象者の得点とステージ間の違いを検証した。自己効力感、社会的支援、および知識

の得点はステージが進むごとに増加し、ANOVA を用いた解析では果物の知識を除く

すべての変量で統計的な有意差が検出された（すべて P＜0.05）。内的整合性の値は

Cronbachのアルファを用いて、下記のとおり推定された：（1）自己効力感：野菜 0.77、

果物 0.84、（2）社会的支援：野菜 0.51、果物 0.60。 

３．野菜・果物摂取量 

野菜・果物摂取量は、妥当性の示された BDHQ15)を用いて測定された。野菜の項

目は、漬物として「緑の濃い葉野菜、その他すべて（梅干しは除く）」、生（サラダ）

として「レタス・キャベツ千切りなど（トマトは除く）」、「トマト・トマトケチャッ

プ・トマト煮込み・トマトシチュー」、料理に使った野菜（漬物・サラダ以外）とし

て「緑の葉野菜（ブロッコリーを含む）、キャベツ・白菜、にんじん・かぼちゃ、だ

いこん・かぶ、その他の根菜すべて（たまねぎ・ごぼう・れんこんなど）」から構成

され、果物の項目は、「みかんなどの柑橘類」、「かき・いちご・キウイ」、「その他の

すべての果物」から構成されている。この質問票では、16 日間の半秤量式食事記録

法とのエネルギーの相関係数が男性で 0.23、女性で 0.30 であったため 16)、1000 kcal
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あたりの密度法を用いて野菜・果物摂取量を算出した。 

４．個人属性 

質問票により、対象者の性別、年齢、身長、体重、世帯収入、家族構成、および喫

煙習慣もたずねた。 

５．データ解析 

対象者のうち、主要項目や属性項目の無回答者、エネルギー摂取量が食事摂取基準

17)の当該身体活動レベルⅠのEERの 0.5倍未満もしくはⅢのEERの 1.5倍以上の者

は解析から除外された。Kolmogorov–Smirnov 検定において、観察した変数は正規分

布とみなせなかったため、二項ロジスティック回帰分析を用い、性別、年齢、BMI、

世帯収入、家族構成、および喫煙習慣を補正した上で、自己効力感、社会的支援、お

よび知識の得点と野菜・果物摂取量との関連を検討した。統計的有意差は、すべての

解析において P＜0.05 と設定した。すべての統計的解析は、IBM SPSS Statistics 

Version 21（IBM Japan, Ltd., Tokyo, Japan）を用いて行った。 

 

第３節：結果 

１．対象者の流れと属性 

回答者 457 名のうち、主要項目の欠損（5 名）、世帯収入がわからない者または欠

損（37 名）、およびエネルギー摂取量が極端に低いまたは高い者（20 名）を解析から

除外した。従って、合計 395 名の対象者のデータを解析した。 
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野菜・果物摂取量は女性で有意に高かった（P＜0.001、P＜0.001）。野菜摂取量は、

女性ではいずれの属性も関連がみられなかったが、男性では家族と同居している者で

有意に高かった。果物摂取量は、男性では高収入の者、家族と同居している者、およ

び禁煙者で有意に高かった。また、女性では 50–69 歳の者で有意に高かった（表 5–

1）。 

２．野菜・果物摂取行動に関する自己効力感、社会的支援、知識の度合（表 5–2） 

自己効力感の得点の平均値は、野菜 7.4（標準誤差＝0.1）、果物 7.8（標準誤差＝0.2）

であった。社会的支援の得点の平均値は、野菜 8.8（標準誤差＝0.1）、果物 7.6（標準

誤差＝0.1）であった。知識では、正答者は野菜 212 名（53.7%）、果物 49 名（12.4%）

名であった。 

野菜の自己効力感および知識は、男性に比し、女性で有意な高値を示した。各項目

の得点に関しては、自己効力感の「私は外食において野菜（果物）の多い食事をとる

ことができる」と「私は果物を食べるための時間をもうけることができる」、社会的

支援の認知の「同僚は野菜・果物の多い食事をとることをサポートしてくれる」こと

が男性に比し、女性で有意に高かった。逆に、社会的支援の認知の「社員食堂は野菜・

果物の多い食事をとることをサポートしてくれる」ことは女性に比し、男性で有意に

高かった。 

３．自己効力感、社会的支援、知識と野菜・果物摂取量との関連（表 5–3） 

有意な正の関連は、野菜・果物摂取量と自己効力感（P＜0.001、P＝0.001）、およ
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び社会的支援（P＝0.002、P＝0.015）との間に観察された。知識は、野菜摂取量と

有意な正の関連があったが（P＝0.015）、果物摂取量における有意な差はなかった（P

＝0.645）。 

 

第４節：考察 

１．本結果の検討 

著者の知る限り、日本人を対象に自己効力感、社会的支援、および知識と野菜・果

物摂取量との関連を検討した研究はまだない。日本人勤労者を対象にした本横断研究

では、自己効力感、社会的支援、および知識の差は、知識と果物摂取量との関連を除

き、野菜・果物摂取量と正の関連があった。また、自己効力感のオッズ比は各得点の

幅を考慮すれば、他のいずれの因子よりも高かった。この結果は、本対象者集団にお

ける自己効力感と野菜・果物摂取量との強い関連性を示している。結果において、家

族といる男性において野菜・果物摂取量が高かった。異なる視点では、同僚からの社

会的支援の認知は女性で高く、社員食堂からの社会的支援の認知は男性で高かった。

これまで勤労者の社会的支援の存在として家族や同僚が挙げられていたが 18)、今回の

結果は、特に男性において社員食堂による支援の認知の向上も好ましい効果を有する

ことを示唆した。また、結果において、自己効力感の性差は西洋人で観察されたもの

19–20)と同様の傾向を示した。さらに、男性では、果物摂取量は喫煙者で低かった。こ

れは野菜・果物摂取と複数の健康リスク行動の共起 21–23)によるものと推察される。
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従って、人々の野菜・果物摂取を推進することは、他の健康リスク行動に対する意義

もあるかもしれない。 

今回の結果は、先行研究のものと概ね一致していたが 24–26)、果物摂取量の知識は

習慣的な果物摂取量との関連がみられなかった。本研究では、構成概念妥当性におけ

る果物の推奨量の知識と行動変容ステージとの関連は有意でなかった。よって、他の

妥当性のある果物知識尺度による、さらなる関連の検証が必要である。 

２．限界 

本研究にはいくつかの限界がある。第一に、対象者は限られた地域の勤労者であり、

今回の結果を一般化することはできないであろう。第二に、自己効力感および社会的

支援の尺度は一定の構成概念妥当性および内的整合性が観察されたが、野菜・果物に

関する知識も含め、その項目は限られている。そのため、より正確に各因子を評価す

るためには、さらなる検討が必要である。また、密度法を用いることで、実際の野菜・

果物摂取量を明確に測定することができなかった。そこで、対象者のエネルギー摂取

量が食事摂取基準 17)の身体活動レベルⅡの EERを摂取したと仮定した場合の摂取量

を概算したところ、推奨量を満たす摂取量となった対象者の割合は、野菜では 15.7%、

果物では 2.8%であった。第三に、横断研究であるため、因果関係を言及することは

できない。今回の結果に加えて、過去のコホート研究 27–29)によれば、自己効力感、

社会的支援、および知識は、西洋人において野菜・果物摂取量の有意な媒介因子

（Madiators）でもある。従って、各因子は、本研究の対象者集団において同様の傾



99 

向を示すかもしれない。 

 

第５節：結論 

本研究の結果により、自己効力感および社会的支援は日本人勤労者における野菜・

果物摂取量の有意な予測因子であることが示唆された。自己効力感、社会的支援、お

よび知識の向上が野菜・果物摂取量の媒介因子となるか検討するため、今後、コホー

ト研究や介入研究を行っていく必要がある。 
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表 5–2 対象者の野菜・果物摂取行動に関する自己効力感および社会的支援の得点、

および野菜摂取量における推奨量の知識の分布 

 

 

  

合計(n =395) 男性(n =239) 女性(n =156)

平均 SE 平均 SE 平均 SE P値*
自己効力感 ‡

野菜 7.4 0.1 7.2 0.2 7.7 0.2 0.040

果物 7.8 0.2 7.6 0.2 8.1 0.2 0.094

社会的支援 ‡

野菜 8.8 0.1 8.7 0.2 9.0 0.2 0.342

果物 7.6 0.1 7.7 0.2 7.6 0.2 0.740

中央値 IQR 中央値 IQR中央値 IQR
自己効力感(項目別) §

野菜
私は1日に5皿以上の野菜となる食事をとることができる 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 0.757

私は野菜を食べるための時間をもうけることができる 3.0 2.0 3.0 2.0 3.0 2.0 0.063

私は外食において野菜の多い食事をとることができる 3.0 1.0 2.0 1.0 3.0 1.0 0.003

果物
私は1日に1つ以上の果物をとることができる 2.0 2.0 2.0 2.0 3.0 2.0 0.116

私は果物をとる時間をもうけることができる 3.0 2.0 3.0 2.0 3.0 2.0 0.005

私は外食において果物をとることができる 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.8 0.754

社会的支援(項目別) §

野菜
家族は野菜の多い食事をとることをサポートしてくれる 4.0 1.0 4.0 1.0 4.0 1.0 0.378

同僚は野菜の多い食事をとることをサポートしてくれる 2.0 2.0 2.0 2.0 3.0 2.0 0.001

社員食堂は野菜の多い食事をとることをサポートしてくれる 3.0 1.0 3.0 1.0 3.0 2.0 0.020

果物
家族は果物をとることをサポートしてくれる 4.0 2.0 4.0 2.0 4.0 1.0 0.172

同僚は果物をとることをサポートしてくれる 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 0.036

社員食堂は果物をとることをサポートしてくれる 2.0 2.0 3.0 1.0 2.0 2.0 <0.001

n % n % n %

知識 ¶

野菜 (≥ 350 g) 212 53.7 115 48.1 97 62.2 0.008

果物 (= 200 g) 49 12.4 33 13.8 16 10.3 0.373

SE: Standard Error of mean(標準誤差)
IQR: Interquartile Range(四分位範囲)

* Mann-Whitney U検定にて性別間を比較した
† カイ2乗検定(Yate's continuity correction)にて性別間を比較した
‡ 得点範囲: 3–15
§ 得点: 1 = ない、5 = ある
¶ 正答者

P値†

P値†
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表 5–3 自己効力感、社会的支援、および

知識と野菜・果物摂取量との関連 

 

 

  

OR (95%CI) P値*
自己効力感 ‡

野菜 1.154 (1.061–1.256) 0.001

果物 1.409 (1.286–1.545) <0.001

社会的支援 ‡

野菜 1.126 (1.023–1.240) 0.015

果物 1.167 (1.059–1.287) 0.002

知識 §

野菜 1.675 (1.104–2.542) 0.015

果物 1.169 (0.602–2.270) 0.645

OR: Odds Ratio(オッズ比)

CI: Confidence Interval(信頼区間)
*

†

‡ 得点範囲: 3–15
§ 得点範囲: 0 (不正答)–1 (正答)

性別、年齢(歳)、BMI(kg/m2)、世帯収入(<2

百万円、2–6百万円、≥6百万円)、家族構成

(一人暮らし/その他)、喫煙習慣(有り/無し)を

組み込んだ二項ロジスティック回帰分析
0=野菜(≤90.3 g/1000 kcal)、果物(≤15.5 g

/1000 kcal)低摂取量(n=198)

1=野菜(>90.3 g/1000 kcal)、果物(>15.5 g

/1000 kcal)高摂取量(n=197)

合計(n =395)
†
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第６章：社員食堂における行動科学を用いた環境介入が野菜摂取に及ぼす影響 

 

第１節：背景 

序章でも述べたように、成人の多くは起床時間の約半数を勤務に充てており、職域

でのその時間は勤労者に行動変容をはかるために良い機会である 1)。実際に、職域で

は野菜摂取量の増加をねらった多数の栄養学的介入も行われているが、それらの内容

はしばしば多くの金銭的および人的資源が掛かり、普及することが難しい場合もある。

いくつかの先行研究 2,3)では、情報および食物へのアクセスの改善のみを用いた比較

的軽度な環境介入も行われているが、個人ごとに則した取り組みが難しいため、わず

かな意思決定への変化はみられても、実際の健康的な食事への効果まではみられにく

いとされている。 

効果的な介入事業を計画するには、野菜摂取量の心理学的決定要因を理解しておく

ことが必要である 4)。系統的レビューによれば 5)、行動科学理論の TTM6)は野菜摂取

行動の変容をねらった多くの介入研究で用いられている。TTM に従った個人および

環境介入を行った Seattle 5-a-Day7)では、フォローアップ時に介入群において野菜・

果物摂取量が向上しており 8)、TTM の環境介入への活用可能性も期待できる。 

また、食物へのアクセスの改善に対し、情報へのアクセスの改善は媒体を作成して

配布するのみであれば、より経済的で実施しやすいと思われる。そこで、本研究では、

社員食堂における野菜摂取に関する栄養情報へのアクセスの改善をねらった TTM に



109 

基づいた環境介入の野菜摂取量への影響を検討することを目的とした。 

 

第２節：方法 

１．研究デザイン 

本研究は、介入および「最小介入」比較群による非ランダム化比較試験であり、2009

年 10 月から 2010 年 3 月までの 24 週間で実施した。なお、本研究は新潟市の事業の

一環として実施されたものである。 

２．対象者および収集 

先行研究 9–11)の結果をもとに、以下の理由により、各群に最低限必要な対象者数の

サンプルサイズを 176 名と見積もった：（1）主要なエンドポイントは野菜摂取量（皿

/日）、（2）標準偏差は 0.67 皿/日と推定、（3）介入の効果は＋0.2 皿/日を期待、（4）

検定力分析は有意水準両側 5%、検出力 80%。 

対象施設の選定方法は、新潟市内に社員食堂を有する企業施設を条件とし、比較的

社員食堂の規模が大きい企業施設を中心に募集を行った。本研究は社員食堂での取り

組みであるため、企業施設内で社員食堂の運営に関わっている者（総務部等）に依頼

を行った。その際、介入施設は比較施設よりも確保することが困難であると考えられ

たため、優先的に割り付けた。最終的に、計 16 施設を介入 8 施設、比較 8 施設に割

り付けた。統計局の日本標準産業分類 12)を参考にすると、各群の産業内容は、介入施

設「製造業：3 施設、情報通信業：1 施設、宿泊業／飲食サービス業：2 施設、複合
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サービス事業：2 施設」、比較施設「建設業：1 施設、製造業：2 施設、運輸業／郵便

業：1 施設、卸売業／小売業：2 施設、金融業／保険業：1 施設、公務（他に分類さ

れるものを除く）: 1 施設」であった。 

対象者は、20–59 歳の成人男性勤労者とした。男性に限定した理由は、性差の影響

を除くためと、サンプリングサイズを満たすにあたり企業では男性の方が募集しやす

いためである。また、一定の介入暴露を受けている者での介入効果を検証するため、

社員食堂を少なくとも週に 3 回以上利用する者という基準を加えた。なお、利用頻度

は質問票の回答により判断した。 

回答者の選定は、本研究の説明を受けた施設内担当者に依頼した。施設内担当者に

は、なるべく社員食堂を利用している者を選ぶよう依頼し、回答者の選定方法は一任

した。最終的に、499 名の勤労者が本研究に参加した。各施設の対象者数は、以下の

とおりである（昇順）：介入施設 11、25、31、39、40、40、40、および 45 名、比較

施設 4、20、24、25、27、38、41、および 49 名。事業を実施した新潟市の資料によ

ると、各施設の勤労者のうち社員食堂を利用している男性勤労者は、平均 199.3 名、

中央値 128.5 名であった。勤労者は、インフォームドコンセントを提供され、ベース

ライン時および最終介入実施 1 週間後に質問票に回答した。 

本プロトコルは、新潟医療福祉大学倫理委員会により承認された（承認年月日：2009

年 9 月 3 日、承認番号：17055–090902）。対象者は、文書による本研究の説明を受け、

インフォームドコンセントを交わした。 
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３．手順 

ベースライン時に各施設へ質問紙一式を 40 部配布し、男性勤労者の社員食堂利用

者数が多い施設にはさらに 10–20 部を付加した。質問紙の配布および回収は施設内担

当者が実施した。回答者への回答期間は約 2 週間とした。質問紙は研究者が内容を確

認し、記入漏れや矛盾した回答の際は再調査により確認した。質問紙には記名欄を設

けることにより、ベースラインおよび介入後の照合を行った。 

１）行動変容ステージおよび野菜摂取量 

野菜摂取に関する行動変容ステージは、5 A Day for better health に用いられた評

価法 13)の日本版アルゴリズム 14)を用いて評価した。2 段階で構成される本アルゴリズ

ムは、野菜摂取量および認知的要因との間に明確な関連があり、その妥当性が確認さ

れている 14)。対象者は、ふだん 1 日に食べる野菜の皿数を、約 2 皿ずつの間隔の選

択肢（ほとんど食べない、1–2 皿、3–4 皿、5–6 皿、および 7 皿以上）から選択した。

野菜 1 皿分は、サラダやお浸しの小鉢 1 つ分で 70 g と定義し、イメージ写真を用い

て説明した。5 皿未満を回答した対象者は、1 日に野菜を 5 皿以上食べることについ

て、6 ヶ月以内に実行する気がなければ前熟考期、6 ヶ月以内に実行しようと思えば

熟考期、1 ヶ月以内に実行しようと思えば準備期と分類した。5 皿以上を回答した対

象者は、いつごろから食べているのかに関して、6 ヶ月未満であれば実行期、6 ヶ月

以上継続しているようであれば維持期と分類した。 

野菜摂取量の把握として、TTM を応用した類似の介入研究では 15)、ふだん食べる
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野菜の皿数をたずねるアルゴリズムの第一項目を活用している。本研究のサンプリン

グサイズ判定の際もエンドポイントを野菜の皿数としているため、同様に第一項目か

ら野菜摂取量を把握することとした。本項目による野菜摂取量の評価は、妥当性が確

認された BDHQ16)による習慣的野菜摂取量との比較で有意な相関が観察されている

（Spearman 相関係数＝0.441、P＜0.001）14)。また、本研究は社員食堂での取り組

みであるため、約 1 皿ずつの間隔の選択肢（ほとんど食べない、1 皿、2 皿、および

3 皿以上）により、社員食堂でふだん 1 回に食べる野菜の皿数もたずねた。 

２）野菜摂取行動に関する変容プロセス 

変容プロセスの実施は、先行研究 17)の開発尺度を参考にした日本版変容プロセス尺

度 18)を用いて評価した。本尺度は構成概念妥当性、基準関連妥当性、および内的整合

性による信頼性の検討により、十分な妥当性および信頼性を有している 18)。本尺度で

は、10 の変容プロセスにつき各 1 項目をたずねている（社会的解放、意識の高揚、

情動的喚起、環境の再評価、自己の再評価、自己解放、強化マネジメント、援助関係

の利用、拮抗条件づけ、および刺激統制）。各要素の過去 1 ヶ月の認識や行動の実施

頻度を 5 件法のリッカートスケールによりたずねた。 

また、変容プロセスにおける援助関係の利用を本介入の核の一つとしたため、社会

的支援の認知の測定として、介入に関わる関係者（例：社員食堂や地場生産者）が野

菜を食べることをサポートしてくれるかを同様の尺度によりたずねた。 

３）経過評価 
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介入後に追加質問票を設け、介入群における介入へのコンプライアンスを評価した。

対象者には、介入媒体の内容を読んだかどうかたずねた。また、読んだ者には、内容

を理解できたか、日常や社員食堂で料理を選ぶ際に内容を参考にしたか、および周り

に話をしたかどうかたずねた。 

４）個人属性 

自記式質問紙を用いて対象者の性別、年齢、身長、体重、職場環境（野菜料理への

アクセス性および野菜に関する情報へのアクセス性の 2 項目）、役職、家族構成、食

事制限を伴う既往歴、および過去 1 ヶ月の社員食堂の利用頻度をたずねた。 

４．介入 

本介入では、全 12 種類の情報を載せた卓上メモを 2 週間おきに各食堂のすべての

テーブルに設置した。それらはすべて A5 判両面カラー印刷し、アクリル製ホルダー

に差し込んだ。卓上メモに載せる野菜摂取に関する情報は段階的に提供した。具体的

には、介入を 6 週間ごとの期間に分け、第 1 フェーズでは前熟考期から熟考期、第 2

フェーズでは熟考期から準備期、第 3 フェーズでは準備期から実行期、そして第 4 フ

ェーズでは実行期から維持期への変容を促す内容を取り入れた（表 6–1）。各フェー

ズの開始前に、新潟市役所の管理栄養士 1 名、給食栄養士 4 名、および著者が卓上メ

モの情報作成会議を行い、著者が各会議における内容を TTM に合うよう改変した（図

6–1）。 

介入群の各社員食堂には、料理に地場産野菜が使用された際にその産地を知らせる
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ポスターを設置し、地場生産者からの社会的支援の認知の増加をねらった。卓上メモ

に各社員食堂や地場生産者からの社会的支援の認知の増加を促す情報も加え、少なく

とも月に 1 回は料理に地場産野菜を用いる日を設けることとした。 

また、対象施設からの要望が強かったため、やむを得ずベースライン時 1 ヶ月後に

介入および比較の両群へ個人結果を返却した。個人結果には、BDHQ による対象者

の栄養素摂取量を食事摂取基準 19)と比較した図を掲載していた。 

５．データ解析 

ベースライン時の調査票に回答した参加者のうち、後述に当てはまる者は解析から

除外した：（1）対象者の適格基準に当てはまらない、（2）通常と異なる食習慣（例：

食事制限を伴う疾病に罹患している者、BDHQ においてエネルギー摂取量が食事摂

取基準 19)の当該身体活動レベルⅠの EER の 0.5 倍未満もしくはⅢの EER の 1.5 倍

以上の者）、および（3）主要項目の無回答者。本研究では ITT （intention-to-treat）

解析を用い、全対象者を解析した（つまり、ベースライン時に社員食堂の利用が週 3

回以上で、介入中に利用しなくなった対象者もすべて含めた）。また、介入後の質問

への無回答者には、ベースライン観察値を用いた。 

Kolmogorov–Smirnov 検定において、観察した変数は正規分布とみなせなかったた

め、ベースライン時の群間比較は、ノンパラメトリックのカイ 2 乗および Mann- 

Whitney U 検定を用いて検定した。主要解析は、野菜摂取量および TTM 構成概念の

得点量を独立変数、年齢、職場環境、および役職を共変量、群の割付を固定因子とし
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た一般化線型モデルを用いた。モデルの「分布」および「リンク関数」は、赤池情報

量規準（Akaike's Information Criterion：AIC）により適合度を検討した。 

変容プロセスの実施は、認知的、行動的、および合計得点を算出した。社会的支援

の認知に関する得点は、社員食堂、地場生産者、および合計得点で解析した。行動変

容ステージは順序変数として扱い、先行研究 6,13,15)に基づき前熟考期、熟考期/準備期、

および実行期/維持期の 3 カテゴリーに分類した。 

統計的有意差は、すべての解析において P＜0.05 と設定した。すべての統計的解析

は、SPSS Version 17.0（SPSS Inc., Chicago, IL, 2008）を用いて行った。 

 

第３節：結果 

１．対象者の流れおよび属性 

回答者は介入群が 271 名、比較群が 228 名で、適格基準を経た後、前者 181 名、

後者 168 名を解析した（図 6–2）。 

ベースラインの属性および結果指標（変容プロセスの実施、社会的支援の認知、行

動変容ステージ、および野菜摂取量）に群間の有意差はみられなかった（表 6–2）。 

２．変容プロセスの実施および社会的支援（表 6–3） 

認知的プロセス（P＝0.164）、行動的プロセス（P＝0.690）、および合計（P＝0.344）

の実施の得点に群間で有意差はみられなかった。 

社員食堂（P＝0.001）、地場生産者（P＝0.018）、および合計（P＝0.007）の社会
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的支援の認知の得点は、比較群に比し、介入群で有意に高値を示した。 

３．行動変容ステージおよび野菜摂取量（表 6–4） 

実行期/維持期の割合は、ベースラインから介入後への増加が比較群で 1.2 倍だった

のに対し、介入群では 2.1 倍であった。しかし、群間で行動変容ステージ得点の増加

度に統計的な有意差はみられなかった（P＝0.052）。 

社員食堂における野菜摂取量の得点の増加量は、比較群（平均＝－0.02、標準誤差

＝0.06）に比し、介入群（平均＝＋0.16、標準誤差 0.05）で有意に高かった（P＝0.014）。

1 日の野菜摂取量の得点も、比較群（平均＝＋0.02、標準誤差＝0.05）に比し、介入

群（平均＝＋0.18、標準誤差 0.06）で有意に高かった（P＝0.010）。 

４．過程評価 

介入群の回答において、卓上メモを見た者は 154 名（92.2%）、内容まで読んだ者

は 92 名（55.1%）であった。内容まで読んだ者のうち、内容を理解できた者は 90 名

（97.8%）、ふだんの生活で料理を選択する際に参考にしている者は 32 名（34.8%）、

周りに話をした者は 17 名（18.5%）であった。一方、地場産野菜使用時の産地名の

掲示を見た 111 名（66.9%）のうち、社員食堂を利用する際に参考にしている者は 43

名（39.1%）、周りに話をした者は 13 名（12.0%）であった。 

 

第４節：考察 

１．本結果の検討 
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著者の知る限り、社員食堂において TTM を応用した情報へのアクセスからなる環

境介入を実施し、野菜摂取行動への効果を検討した報告はまだない。本研究で、行動

変容ステージに統計的な有意差はみられなかったものの、環境介入により社員食堂お

よび 1 日の野菜摂取量をともに増加させた。また、変容プロセスの実施は、介入群で

のみ好ましい変化がみられた。TTM は各ステージの勤労者に効果的に届き、彼らが

行動変容ステージに沿って進むプロセスを手助けし、実際に野菜摂取量を増加させる

ことから、本介入においても有用であることが示唆された。 

介入効果の程度として、社員食堂のおける野菜摂取量は約 0.18 点の増加、1 日の野

菜摂取量は約 0.16 点の増加であった。社員食堂と 1 日の野菜摂取量との 1 点はそれ

ぞれ 1 皿分と 2 皿分のため、野菜摂取の増加量は社員食堂で約 0.18 皿（0.18 点×1

皿分）、1 日で 0.32 皿（0.16 点×2 皿分）であった。野菜摂取量の増加は、栄養教育

や栄養相談、または食物へのアクセスの改善からなる環境介入を用いた先行研究 8–

11,20–22)と比較して同程度かやや高い結果であった。この結果から、情報へのアクセス

からなる環境介入が有益な効果をもつことが示唆された。また、 1 日の全体的な野

菜摂取量の増加は、社員食堂において観察されたそれより約 2 倍あった。従って、本

介入が社員食堂だけではなく、家庭や外食といった食生活全体の行動変容にもつなが

ったと考えられる。 

本研究のデザインでは、研究開始時にすべての勤労者が前熟考期にいると想定し、

ステージに沿って進めた。従って、各フェーズに提供した情報は、それらのメッセー
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ジが意図していた以外のステージの者たちには届いていなかったかもしれない。また、

卓上メモでは「各社員食堂や地場生産者が健康づくりをサポートしている」という内

容を取り入れ、社会的支援の認知の増加をねらった。同僚が勤労者の社会的支援とし

て一般的に挙げられていたが 23)、本結果は社員食堂や地場生産者の支援の認知を増加

させることが効果的であることを示唆した。先行研究では 24)、大学内でフードシステ

ムに関連した教育の効果を検証し、野菜摂取行動への好ましい影響を示唆している。

従って、地場産野菜の消費を促進する一定の意義もあるかもしれない。 

２．限界 

本研究の限界の一つは、ランダム化の欠如である。本研究は非ランダム化比較試験

ではあったが、両群の産業は主に工場系であり、職種だけではなく職位や職場環境に

も群間に有意差はみられなかった。従って、各群の属性は、ある程度類似していたと

いえる。 

二点目の大きい限界は、施設内担当者の回答者選定方法である。食事調査に興味を

持っている者が回答者に選定されていたとすれば、他の勤労者よりも高い健康意識を

有しているかもしれない。また、本研究は地方自治体の事業の一部であったため、両

群の対象者には、ベースライン時 1 ヶ月後に食事調査に基づく個人結果を返却した。

従って、その結果返却が介入効果への相乗効果をもたらした可能性も挙げられる。さ

らに、質問紙は無記名ではなかったが、介入は比較的軽度な取り組みであったため、

過度な忠誠心（Over-adherence）は小さいと思われる。 
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今回、全体的な野菜使用量は調査していなかったため、社員食堂の総利用者の行動

変容を考察することはできない。また、本研究の特徴として情報へのアクセスからな

る食環境介入を実施したが、社員食堂での食物へのアクセスを変えないよう社員食堂

に規制はしていない（例：野菜料理の提供量や価格）。しかし、介入施設の社員食堂

へ金銭的援助はしていないため、食物へのアクセスが変化したという可能性は低い。

情報へのアクセスのみが本結果に影響していたのかどうかを言及することはできな

いが、少なくとも本介入では情報へのアクセスの実施を意図したことによる好ましい

効果を示唆した。 

他の大きな限界として、本効果は介入終了時のみの評価であり、その後のフォロー

はしていないことである。 

３．研究および実践に対する意義 

介入は成人男性に限られていたため、効果が女性を含めたすべての勤労者に一般化

できるかは明らかでない。従って、すべての勤労者をねらったさらなる検討が必要で

ある。 

本研究の結果は次のような実用的意味を有する。まず、本研究では 8 施設において

24 週間で約 1000 枚の卓上メモを印刷したのみであるため、同様の取り組みは多数の

勤労者のいる大規模施設でも実施しやすい。逆に、健康に関する行動変容計画を実施

しにくいような小規模施設にも本介入は実用的であろう。より効果的な行動変容には

個人指導を行うことが不可欠であるが、金銭的資源や人的資源が限られている際には、
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本介入が用いやすいと考える。 

持続的に影響を保つため、同様の運動は一定の期間で繰り返されることが望ましい。

また、より広く本介入を活用していくためには、異なる集団を対象とした介入研究を

実施し、その有用性と制約を明らかにしていく必要がある。 

 

第５節：結論 

本研究の結果は、社員食堂における野菜摂取に関する情報へのアクセスの提供から

なる環境介入の好ましい効果を示唆した。 
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図 6–1 卓上メモの例（段階 1–2 枚目） 
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表 6–2 食堂介入および比較群における対象者の個人属性 

 

 

  

属性 平均 SE 平均 SE P値*

年齢 (歳) 40.6 0.75 42.0 0.78 0.175

身長 (cm) 171.8 0.42 171.8 0.43 0.620

体重 (kg) 66.6 0.67 67.2 0.76 0.893

BMI (kg/m 2 ) 22.5 0.20 22.8 0.23 0.710

職場環境 ‡ 5.8 0.13 5.9 0.13 0.751

n % n %

役職
一般職 120 66.3 96 57.5

管理職/その他 61 33.7 71 42.3

(欠損) 0 ― 1 ―

家族構成
一人暮らし 27 15.0 25 14.9

夫婦二人 16 8.9 24 14.3

夫婦と子ども 67 37.2 64 38.1

三世代同居 34 18.9 29 17.3

その他 36 20.0 26 15.5

(欠損) 1 ― 0 ―

SE: Standard Error of mean (標準誤差)
* Mann-Whitney U検定にてベースライン時の群間を比較した
† カイ2乗検定にてベースライン時の群間を比較した
‡ 野菜料理へのアクセス性および野菜に関する情報へのアクセス
性の2項目により確認した (得点幅: 2–10)

ベースライン

0.502

0.099

比較群 (n =168)介入群 (n =181)

P値†
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終章 

 

第１節：研究の総括と今後の課題 

１．研究の総括 

本論文では、職域における勤労者の野菜摂取行動を規定する因子を行動科学の側面

からとらえることを試み、その結果を活用した介入の影響を検証した。 

第１章では、目標行動の実施度と行動変容の準備性の 2 段階で構成したアルゴリズ

ムを用いて行動変容ステージを評価し、行動変容ステージと半定量的な野菜摂取量と

の間に明確な関連を見出した。第２章では「野菜をたくさん食べること」に関する 5

つの認知的プロセスと 5 つの行動的プロセス各 1 項目の実施頻度をたずねる 10 項目

の変容プロセス尺度を、第３章では野菜摂取行動に関する pros と cons 各 3 項目の重

要度をたずねる 6 項目の意思決定バランス尺度を、第４章では野菜・果物摂取に関す

る特定の状況における 3 項目の自己効力感尺度をまとめ、それぞれ行動変容ステージ

との関連等を示すことにより、その妥当性と信頼性を確認した。第５章では、野菜・

果物摂取行動に関する各 3 項目の自己効力感および社会的支援尺度、および野菜・果

物摂取量に関する単一項目の知識を評価し、自己効力感、社会的支援、および知識が

野菜・果物摂取量の有意な予測因子であることを見出した。そして、第６章では、社

員食堂において野菜摂取に関する情報へのアクセスの改善からなる TTM に基づいた

環境介入を実施し、介入が社員食堂および 1 日全体における野菜摂取量の増加に影響
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することを見出した。 

勤労者を対象に検討を行った各章の成果をまとめると次のようになる。まず、TTM

の構成概念である、変容プロセス、意思決定バランス、および自己効力感は、それぞ

れ行動変容ステージと関連し、行動変容ステージも同様に野菜摂取量との関連が示さ

れた。また、野菜・果物摂取量の主要な心理社会的予測因子とされている自己効力感、

社会的支援、および知識は、本集団においても野菜・果物摂取量との関連が示された。

そして、それらの行動科学理論に基づく介入研究の結果、野菜摂取量の向上をみとめ、

各因子の野菜摂取量への因果関係を示唆することができた。このように理論から実践

までの一連の関係を明らかにできたことは、本論文の特徴の一つであるといえる。 

地域を対象とした公衆栄養活動においては、事業のプロセス評価は実施できても、

その影響評価や結果評価まではなされていない場合も多い 1)。本論文で検討したアル

ゴリズムや尺度は、いずれも十分な妥当性と信頼性を有するとともに、その質問数も

限られていることから、人数的・時間的に制限のある公衆栄養活動における影響評価

や結果評価の指標としての活用が期待できる。 

また、本論文のもう一つの特徴として、集団への画一的な情報提供のみによる環境

介入で野菜摂取量の増加を示せたことが挙げられる。本介入と同程度の情報量で野菜

摂取量への効果をみとめた報告は、把握出来る限りにはない。行動科学を応用するこ

とにより、少ない介入においても食事摂取状況への効果につながることを示唆した点

も、公衆栄養活動への意義は大きいと思われる。 



133 

２．今後の課題 

本論文で妥当性・信頼性を検証した尺度は、いくつかの地方自治体の調査において

実際に活用されつつある。今後、異なるライフステージや異なる地域における尺度の

有効性や制限等も引き続き検討していく必要がある。 

本論文で有効性を実証した介入内容も、用いた卓上メモの汎用性の高さから、介入

の終了後も一部の施設で独自に栄養情報の提供が続けられている。実際、卓上メモは

他の情報媒体に比し、社員食堂の利用者において注目度が高い媒体であることが確認

されている 2)。一方、情報の内容に関して、今回のように行動科学理論を応用する際

には一定の専門知識が必須となる。効果的な介入を広く普及していくためには、行動

科学的な視点を踏まえた情報内容の検討会や情報提供の場も設けていく必要がある。

また、今回、本来であれば行動変容ステージアルゴリズムによって分類した集団ごと

にステージに合った情報を提供するのが好ましいところ、実践現場での制約上、前熟

考期向けからスタートする画一的な情報提供による効果を明らかにするに留まった。

今後、開発した介入内容を応用し、対象者の実際の行動変容ステージに合わせた情報

提供の効果もさらに検証していきたい。 

さらに、今回のような職域における栄養教育では、その実施可能性として地域保健

行政と産業保健の協働が不可欠である 3)。本介入でも、事業を実施した地域保健行政

担当者をはじめ、実施場所となる産業保健担当者の協力が得られたことにより実施が

可能となった。効果的な公衆栄養活動を進めていくためには、多職種で協力して事業
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を実施する意義を継続して検討していくことが重要であると考える。 
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